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Ⅰ はじめに 

 教育行政の組織及び運営の基本を定めた、「地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律」では、教育委員会は、毎年、教育行政事務の管理及び執行に関して自ら点

検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し議会に提出するとともに公表

すること、また点検評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知

見を活用することが規定されています。 

 四街道市教育委員会は、２５年３月に四街道市教育振興基本計画を策定し、計画

の基本理念「明日を切り拓く、心豊かでたくましい人づくり」を掲げ教育の振興に

取り組んでいます。この計画に基づく「平成２８年度教育施策」について点検評価

を行いました。 

 

Ⅱ 教育委員会の活動状況 

教育委員会は、県や市町村に設置される行政委員会のひとつで、合議制の執行機

関であり、教育行政の中立性・安定性を確保するため、地方公共団体の長から独立

して設置されています。原則５人の委員で構成され、合議により教育行政の基本方

針や重要事項などを審議し、決定しています。 

 

１ 教育委員一覧（平成２９年３月３１日現在） 

職  名 氏  名 任  期 備  考 

委 員 長 荻 津
オギツ

 雅 史
タダシ

 

平成 25 年 10 月 1 日から 

平成 29 年 9 月 30 日まで 

再任 平成 25 年 10 月 1 日 

委員長任期 

平成 28 年 10 月 3 日から 

平成 29 年 3 月 31 日まで 

委 員 長    

職務代理者 田 中
タナカ

 友
ユ
季子
キコ

 
平成 26 年 12 月 22 日から 

平成 30 年 12 月 21 日まで 

委員長職務代理者任期 

平成 27 年 10 月 1 日から 

平成 28 年 9 月 30 日まで 

平成 28 年 10 月 1 日から 

平成 29 年 3 月 31 日まで 

委   員 府 川
フカワ

 雅 司
マサシ

 
平成 28 年 10 月 1 日から 

平成 32 年 9 月 30 日まで 
 

委   員 須 郷
スゴウ

 恭 子
キョウコ

 
平成 28 年 10 月 1 日から 

平成 31 年 9 月 30 日まで 
 

元 委 員 平 野
ヒラノ

 頴
ヒデ

範
ノリ

 

平成 24 年 10 月 1 日から 

平成 28 年 9 月 30 日まで 

再任 平成 24 年 10 月 1 日 

委員長任期 

平成 27 年 10 月 1 日から 

平成 28 年 9 月 30 日まで 

元 委 員 花 井
ハナイ

 育 代
イクヨ

 

平成 24 年 10 月 1 日から 

平成 28 年 9 月 30 日まで 

再任 平成 24 年 10 月 1 日 

 

教 育 長 髙
タカ

橋
ハシ

信 彦
ノブヒコ

 
平成 25 年 4 月 1 日から 

平成 29 年 3 月 31 日まで 

 

 

 

＊教育委員は、平成 14年 10月より教育長候補者を除き公募制によって、選任されています。 
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２ 教育委員会会議の開催状況  

教育委員会会議は、原則として毎月第４金曜日に「定例会」、必要に応じて「臨

時会」を開催しています。また、教育委員会の所管事項について調査研究等を要

するものがある場合に、「委員協議会」を開催しています。 

・教育委員会会議  定例会 １２回  臨時会  ４回 

 ・委員協議会         ７回 

（１）審議の内容 

「四街道市教育委員会行政組織規則」第８条に基づき、次のとおり審議を行い

ました。また、定例会において委員報告や各所管課等の行事報告を行いました。 

 

（審議内容一覧） 

内        容 件数 

教育行政の運営に関する基本方針（学校教育、社会教育の基本的指導計画を含

む。）を定めること 
3 

教育委員会の規則及び訓令を制定し、又は改廃すること 3 

予算その他議決を要する議案について市長に意見を申し出ること 5 

教育機関の敷地を設定し、又は変更すること 1 

教職員のうち、校長、副校長及び教頭の任免その他進退に関する内申に関するこ

と 
1 

教育長、部長、次長、参事、課長及び教育機関（学校を除く。）の長を任免する

こと 
1 

職員の分限（傷病による休職を除く。）及び懲戒の処分を行うこと 1 

附属機関の委員を任命し、又は委嘱すること 10 

教育功労者を表彰すること 1 

教科書、その他の教材の取扱いの方針を定めること 1 

法第２７条第１項に規定する教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の

状況に係る点検及び評価に関すること 
1 

そのほか、重要又は異例に属すること 1 

計 29 
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（２）議案等一覧 

月 件    名 

４ 

・附属機関委員の委嘱について２件  

・協議事項：平成２８年度教科用図書印旛採択地区協議会委員選出について 

・委員報告及び各所管報告 

５ 

・教育機関の敷地の変更について 

・附属機関の委員の委嘱について５件  

・委員報告及び各所管報告 

６ 
・附属機関委員の委嘱について 

・委員報告及び各所管報告 

７ 
・平成２９年度使用教科用図書の採択について  

・委員報告及び各所管報告 

８ 

・四街道市立小学校及び中学校の通学区域規則の一部を改正する規則の制定について 

・平成２８年度四街道市一般会計補正予算（第２号）（教育委員会所管分）について 

・附属機関委員の委嘱について１件  

・平成２８年度教育委員会事務の点検・評価報告書（平成２７年度対象）について 

・四街道市立図書館の管理運営形態について 

・委員報告及び各所管報告  

９ 
・附属機関委員の委嘱について 

・委員報告及び各所管報告 

10

臨 

・四街道市教育委員会委員長選挙について 

・四街道市教育委員会委員長職務代理者の指定について 

10 ・委員報告及び各所管報告 

11 

・四街道市教育振興基本計画の計画期間の改定について 

・平成２８年度四街道市一般会計補正予算（第４号）（教育委員会所管分）について 

・委員報告及び各所管報告 

12 ・委員報告及び各所管報告 
1臨 ・教育委員会職員の懲戒処分について 

１ 

・四街道市教育振興基本計画策定委員会条例の制定について 

・四街道市教育委員会行政組織規則の一部を改正する規則の制定について 

・校長、副校長、教頭の任免に関する内申について 

・平成２８年度四街道市教育委員会表彰者等の決定について 

・委員報告及び各所管報告 

２ 

・第三次四街道市子ども読書活動推進計画について 

・平成２９年度四街道市一般会計予算（教育委員会所管分）について 

・平成２８年度四街道市一般会計補正予算（第５号）（教育委員会所管分）について 

・委員報告及び各所管報告 
３臨 ・部長、次長、参事、課長及び教育機関（学校を除く。）の長の任免について 

３ 

・平成２９年度教育施策について 

・四街道市教育委員会行政組織規則の一部を改正する規則の制定について 

・附属機関委員の委嘱について 

・委員報告及び各所管報告 

３臨 ・協議事項：平成２９年度教科用図書印旛採択地区協議会委員選出について 
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３ 教育委員が出席した主な行事及び活動 

  教育委員会会議のほかに、学校行事に出席し、児童・生徒、保護者及び教職員な

どと意見交換を行うとともに、研修会・会議等に出席しました。 

月 行 事 等 の 名 称 

4 
・小中学校入学式 

・第１回印旛地区教育委員会連絡協議会定期総会 

5 

・第１回教科書採択協議会 

・第１回地域コーディネーター会議 

・関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会及び研修会 

・小学校運動会（南・中央・八木原・みそら・栗山） 

・第１回四街道市総合教育会議 

6 

・千葉県市町村教育委員会連絡協議会定期総会 

・小学校運動会（四和・吉岡） 

・ふれあい運動会 

7 

・青少年健全育成推進大会 

・第２回教科書採択協議会 

・印旛郡市民体育大会選手激励 

9 
・中学校体育祭（市内全中学校） 

・小学校運動会（四街道・旭・大日・山梨・和良比） 

10 

・スポーツ de健康大作戦 

・第 50回印旛郡市特別支援教育振興大会 

・四街道市立四街道北中学校創立３０周年記念式典 

・千葉県市町村教育委員会連絡協議会第１回教育長・教育委員研修会 

11 

・四街道市ＰＴＡ連絡協議会ソフトボール大会 

・児童作品展特別賞表彰式 

・印旛地区教育委員会連絡協議会研修視察 

・市町村教育委員会研究協議会 

12 
・印旛郡市駅伝競走大会 

・「絵で伝えよう！わたしの町のたからもの」絵画展に伴う表彰式 

1 

・新成人のつどい 

・四街道市小中学校児童生徒サミット 

・市町村教育委員研究協議会 

・千葉県市町村教育委員会連絡協議会第２回教育長・教育委員研修会 

2 ・第２回地域コーディネーター会議 

3 

・教育委員会表彰式 

・小中学校卒業式 

・辞令交付式 

随時 
・小中学校訪問（授業参観、学校行事） 

・教育委員会 HP「夢みつけ隊、いいとこみつけ隊」に投稿 
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Ⅲ 平成２８年度教育行政方針 

国においては、教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政

における責任の明確化、迅速な危機管理体制の構築、首長との連携の強化など、地方

教育行政制度の改革を行うため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正さ

れ、２７年４月１日に施行されました。これを受けて、市長と教育委員で構成される

総合教育会議が開催され、市教育振興基本計画で定める「基本理念」と「四街道市の

教育が目指す姿」をもとに「四街道市教育の振興に関する施策の大綱」が定められた

ところです。 

本市教育委員会では、この大綱にも掲げられた「明日を切り拓く、心豊かでたくま

しい人づくり」を基本理念とした市教育振興基本計画に基づき、「四街道市の教育が

目指す姿」を実現するため、各施策に全力で取り組んでいます。 

 ２８年度におきましても、これらの施策を着実に進めるとともに、児童生徒の学力

を確かなものにし、どのような困難も乗り越えることのできる体力と精神力、そして

思いやりのある心の育成に力を注いでまいります。特に、義務教育の９年間を一体的

に捉え、子どもの学力向上、豊かな心の育成、基本的生活習慣の確立に向けて取り組

んでいる小中一貫教育については、新たに四街道西中学校区３校、四街道北中学校区

３校をモデル校に指定して実践教育を進めてまいります。 

 また、第二次子ども読書活動推進計画については、２４年度から５か年計画で子ど

もたちの読書活動の充実を図っており、蔵書冊数や貸出冊数が増加するなど様々な成

果が現れています。２８年度は途切れなく読書活動の推進を図っていくため、第三次

子ども読書活動推進計画を策定してまいります。 

 さらに、教育に関する相談については、不登校などの課題に対して体制の強化を図

るとともに、市民にとって分かりやすく相談しやすい窓口を設置することを目的に、

指導課の分室として「教育サポート室」を新設します。 

これら教育行政全般にわたり、引き続き市民の皆様のご理解とご協力を賜りながら、

教育行政の推進に全力で取り組んでまいります。 

Ⅳ 平成２８年度推進事業の点検評価 

２８年度に実施した推進事業の点検評価は、同年度教育施策に掲げた、事務事業ご

とに行いました。 

「事業内容及び実績」のなかで、★は「平成２８年度教育施策」に掲げた目標、☆

は目標に対しての事務事業の実績になります。その結果を踏まえて評価と課題等を検

討し、最終的に事務事業の達成度の評価を行いました。ＰＤＣＡサイクルの概念でい

えば、施策の主題・事業計画等がＰ（計画）、主な事務事業の実績がＤ（実行）、評価

と課題がＣ（チェック）となり、Ａ（改善）を要する事務事業については、速やかに

対応し、今後の教育施策作成において生かしていきます。 

※表中の評価ランク 

・◎十分満足できる結果であった ・○満足できる結果であった 

・△やや不満足な結果であった  ・×不十分な結果であった 
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基本方針１ 

「豊かな感性を育み、強い心で正義を尊ぶ、たくましい子どもを育てます」 

 

（主な施策と事業） 

１ 豊かな感性を育む教育の推進 

 

《施策の主題》心がわくわくする体験的な学習の充実 

子どもの感性を磨き、豊かな心を育むために、様々なかかわりを通して学ぶ体験的

な学習を推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○児童生徒が主体的に学ぶための授業改善 

 ★校内授業研究会での指導・助言 

 ☆指導主事等が講師として指導した回数 ６７回 

  （小学校５１回、中学校１６回） 

 ★指導主事・教科指導員の学校訪問（各校５回以上） 

 ☆学校訪問による授業研究会 各校平均７．９回

実施（指導主事の要請訪問、県の指導主事等他

の講師を招いた公開授業や研修を含む） 

◎ 

教職員研修

事業 

 

 

 

 

 

（指導課） 

２ 

○キャリア教育の支援 

 ★小学校の職場見学等の支援 

 ☆職場見学実施 ２校（６年生） 

（協力事業所 ２８） 

  講話・体験 １０校（６年生） １０６回 

 ★中学校の職場体験の支援 

 ☆全校（２年生）で職場体験を実施 

  （協力事業所 １８２） 

○中学生の被爆地への派遣 

 ★長崎市に１０人の生徒を派遣（各校２人） 

 ☆長崎市に１０人の生徒を派遣（各校２人） 

◎ 

小学校（中学

校）キャリア

教育推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 
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【評価と課題】 

教職員研修事業については、各校からの要請に応じて指導主事を派遣し、校内授業

研究会において、授業改善に向けて言語活動を充実させるための方策や児童生徒個々

の思考を深めるための手立て等について、具体的な指導助言を行うことができた。研

修の内容については、各校とも充実した研修会を開催することができた。 

小学校中学校キャリア教育推進事業については、各校のキャリア教育担当者の参加

するキャリア教育推進会議を年２回開催し、職場見学や職場体験についての意見交換

等を行い、キャリア教育の意義や目的について共通理解が図られるよう支援した。小

中一貫教育の視点から、今後は学校や地域の実態に合わせて、義務教育９年間を見通

した学習計画を立てていく。また、中学生の被爆地への派遣として、２８年度は中学

生１０人を長崎市へ派遣した。 
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《施策の主題》豊かな心を育む読書活動の推進 

学校図書館を活用した知的な広がりと深まりある授業の展開などを通して本の魅

力を伝える活動を推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○学校司書の配置 

 ★全校 

 ☆全校配置 

 ★研修会（４回） 

 ☆４回（６月、８月、１１月、２月） 

○「四街道市子ども読書活動推進計画（第二次）」の推進 

 ★子ども読書活動推進会議（２回） 

 ☆２回（４月、２月） 

 ★子ども読書活動推進担当者会議（３回） 

 ☆３回（４月、１１月、２月） 

★子ども読書活動推進連絡会（１回） 

 ☆１回（８月） 

★全校で学校図書館図書標準冊数率※１００％達成 

 ☆達成校 １４校（小 １０校、中 ４校） 

 （前年度：小 １０校、中 ３校）  

  市全体では１１１．２％ 

★読書タイムの全校実施 

☆全校実施 

★学校図書館システムの導入(全小中学校）  

☆全校に導入 

○「四街道市子ども読書活動推進計画（第三次）」の策定 

 ★市子ども読書活動推進計画策定委員会(５回) 

 ☆３回（６月、７月、１１月） 

※学校図書館図書標準冊数率 

 学級数によって、蔵書冊数が算出され、算出された冊数を

100％としたときの実際の蔵書冊数の割合を示したもの 

○ 

読書活動活性化

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 
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【評価と課題】 

市子ども読書活動推進計画策定委員会を３回開催し、第二次推進計画の課題を生か

しながら、事業を焦点化し、より本市の実態に合った第三次計画を策定することがで

きた。 

小中学校においては、学校司書による読書環境の整備や読み聞かせ等での授業参

加・授業支援等、学校図書館を中心として読書活動の充実が図れた。 

また、学校図書館システムの導入により、各校間の連携の強化と正確な蔵書管理が

行えるようになった。学校図書館図書標準冊数率については、市全体では１００％を

上回っているものの、達成されていない学校もある。引き続き、蔵書整理を進めなが

ら全校での学校図書館図書標準の達成を図る必要がある。 

授業においては、学校図書館を活用した授業がより積極的に展開されるよう司書教

諭や学校司書を中心とした校内の読書活動推進体制の強化が必要である。 
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２ 強い心と正義感の育成 

 

《施策の主題》自尊感情の育成 

子どもたち一人一人が、「人の役に立っている」「人から必要とされている」といっ

た自己有用感、「できた」、「やり遂げた」といった自信などを、実感として味わえる

教育活動の充実に努めます。 

《施策の主題》正義感・規範意識の育成 

人権教育の充実を図るとともに、いじめの未然防止や早期発見、早期対応を可能に

するため、家庭・学校・地域・関係機関等が連携し、「いじめを許さない学校づくり」

を進めます。 

また、規範意識を育成し、子どもたち一人一人が、自分で考え、判断し、行動する

能力を身に付けられるようにします。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○「命の教育」の推進 

★８つの方策の実践 

☆８つの方策を提示及び実践 

☆各校での自校の実態に応じた全体計画の立案と 

実践 

☆中学校における「命の教育」講演会への支援 

★思いやる心 強い心 自尊感情の育成のため 

の指導・助言 

 ☆指導主事の学校訪問の際に、人権意識の視点か 

らの指導・助言 

 ★道徳授業への指導・助言（各校１回） 

 ☆道徳の時間（テーマ「いのちのつながりと輝き」） 

の授業実践及び指導主事による授業参観・指導 

・助言（各校１回） 

○各教育研修会の開催 

 ★道徳教育研修会（１回） 

 ☆１回（８月） 

 ★人権教育研修会（１回） 

 ☆１回（８月） 

 ★特別支援教育研修会（２回） 

 ☆２回（４月、８月） 

 ★情報モラル教育研修会（１回） 

 ☆１回（８月） 

◎ 

教職員研修

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 
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２ 

○スクールカウンセラー（９人）の配置 

 ★児童生徒を対象にした相談活動 

 ☆７６８件 

 ★保護者を対象にした相談活動 

 ☆２８０件 

 ★教職員を対象にした相談活動 

 ☆９３１件 

○学校教育相談室「ルームよつば」の運営 

 ★長期欠席児童生徒指導員（４人）の配置 

 ☆配置（４人） 週３日勤務 

 ★電話・来室による相談活動 

 ☆電話相談 ４９１件 来室相談 ５９件 

 ★通室児童生徒への適応指導 

 ☆通室児童生徒１５人 

  各指導員が３～４名担当 

【参考資料】 

・不登校児童生徒数（２８年度末調査より） 

不登校児童数 ２３人（前年度：１９人） 

不登校生徒数 ５３人（前年度：５９人） 

・学校教育相談室での状況 

通室児童数 ２人（前年度： ６人） 

学校復帰児童数 １人（前年度： ３人） 

通室生徒数 １３人（前年度：１４人） 

学校復帰生徒数 ５人（前年度： １人） 

保護者や教職員との面談相談  ９８件 

（前年度：１２９件） 

保護者や教職員との電話相談 ４９１件 

        （前年度：５３９件） 

 ★他機関との連携 

 ☆県子どもと親のサポートセンター、県中央児童

相談所、市家庭支援課 

○学校、関係専門機関とのネットワーク体制の構築 

 ★サポートネットワーク会議（３回） 

 ☆３回（５月、１０月、２月） 

○市いじめ防止基本方針に基づく取組 

★いじめ撲滅キャンペーン 

☆１１月１１日～１２月９日に実施 

 ★いじめ問題に関する取組指針等の配付 

 ☆児童生徒、保護者、教職員に向け配付   

 ★懸垂幕掲示 

○ 

教育相談体制

支援事業 
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 ☆１１月１１日～１２月９日に掲示 

 ★アンケートの実施 

 ☆市内小中学校で実施 

【参考資料】 

・いじめの認知件数（２８年度末調査より） 

小学校 ７５件 うち解消した件数 ７２件 

（前年度：５１件 うち解消した件数 ５０件） 

中学校 １７件 うち解消した件数  １７件 

（前年度：１１件 うち解消した件数 １０件） 

・市小中学校児童生徒サミット 

 （各校代表２人 計３４人） 

 基本行動方針（ＳＮＳルール）の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課教育サポート室） 

（青少年育成センター） 

３ 

○学校・家庭教育に関する教育相談の推進 

 ★スクールソーシャルワーカーの配置（１人） 

 ☆配置（１人） 相談件数  ５３件 

 ★青少年育成指導教員の配置（５人） 

☆配置（６人） 相談件数 ３１１件 

 ★スクールソーシャルワーカーと青少年育成指導 

教員の連携 

 ☆スクールソーシャルワーカーの助言に基づき、

青少年育成指導教員が相談活動を実施 

◎ 

青少年育成

支援事業 

 

 

 

 

 

 

（青少年育成センター） 
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【評価と課題】 

教職員研修事業について、「命の教育」の推進では、各校の実態に応じた計画・実

践がなされた。道徳の時間については、全校で「いのちのつながりと輝き」を意識し

た授業展開がなされるよう、指導主事が各校を訪問して授業参観し、指導・助言を行

った。また、各中学校で「命の教育」講演会が開催され、生徒一人一人が命の重み、

命の大切さについて真剣に向き合う機会となった。 

教育相談体制支援事業については、教育サポート室の設置により、相談窓口が一本

化され、指導課教育サポート室専任指導主事が、青少年育成指導教員やスクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワーカーと連携して活動することにより、相談支援体

制の充実を図ることができた。また、県派遣によるスクールカウンセラーを小学校２

校及び中学校全校へ配置、市雇用によるスクールカウンセラーを小学校２校へ配置す

ることにより、教育相談の整備を行った。スクールカウンセラーの配置のない小学校

からの依頼には、市雇用の２名のスクールカウンセラーを派遣して対応した。スクー

ルカウンセラーの配置のない８校の小学校に対しても十分な対応をする必要がある。 

長期欠席児童生徒への対応は、学校教育相談室「ルームよつば」の活用や他関係機

関との連携により、学校へ復帰（一部復帰を含む）できる児童生徒が増えた。今後は、

スクールカウンセラー、各専門機関とより一層連携を図り、ニーズに応じた相談体制

を確立する必要がある。 

いじめ撲滅キャンペーンについては、各校において、学級活動や集会活動での工夫

した取組等により、いじめを許さないという意識の高揚が図れた。今後は、市いじめ

防止対策推進条例、市いじめ防止基本方針に則り、学校いじめ防止基本方針の一層の

周知と見直しが必要である。また、いじめ問題対策連絡協議会等で市全体の連携を図

り、いじめの早期発見、早期解消に向けて取り組むとともに、継続事案については、

解決に向けて引き続き取り組んでいく必要がある。 

青少年育成支援事業については、青少年育成指導教員や教育サポート室職員がスク

ールソーシャルワーカーの助言に基づき相談活動を行うことで、状況が改善するなど

一定の成果を上げることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

14 

 

３．たくましい子どもの育成 

 

《施策の主題》子どもの体力向上の推進 

学校生活全般における体育的活動の充実を図ります。また、専門知識・技能を有す

る外部指導者を小中学校に派遣し、競技力の向上と教職員の指導力向上を図り、世界

で活躍するスポーツ選手誕生を目指します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○児童生徒の運動能力、体力の向上 

 ★ラジオ体操の推奨 

 ☆各校へラジオ体操の実施を推進 

  ラジオ体操実施校  全校 

  （昨年度：小学校 １１校、中学校 ３校） 

 ★体力テストの集計及び分析 

 ☆新体力テストの結果を分析し、各校を指導 

  ・運動能力証の交付率 

   小学校 ３２％ （前年度：３０％） 

   中学校 ２８％ （前年度：２９％）  

○教職員の指導力向上 

 ★体育授業の参観及び指導・助言 

 ☆授業研究会に指導主事を派遣し、教科体育の充

実について、指導・助言を実施（６回） 

 ★体育主任会での指導・助言 

 ☆体育主任研修会に指導主事を派遣し、授業改善    

  や体力向上への取組等について、指導・助言を 

  実施（２回） 

 ★小学校へ陸上練習の指導者を派遣 

 ☆小学校の陸上競技練習において、要請のあった

学校に体力づくりに関して専門性の高い指導者

を派遣 

  （小学校 ８校 派遣指導者 １５人  

延派遣回数 ４０６回） 

 ★中学校へ運動部活動の指導者を派遣 

 ☆中学校の運動部活動において、要請のあった学  

  校に専門性の高い指導者を派遣 

  （中学校 全校 派遣指導者 １４人 

   延派遣回数 ４６０回） 

   派遣種目：剣道、陸上競技、野球、サッカー、 

   バスケットボール、ソフトボール、ソフトテ

ニス、バレーボール、卓球 

○ 

学校体育振興

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 
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【評価と課題】 

学校体育振興事業については、ラジオ体操の推奨に努め、運動会や体育授業におい

て全校が実施することができた。また、新体力テストを分析し、市内小中学生の体力

の現状と課題について周知するとともに、各校の課題に応じた取組について指導・助

言を行った。本市の状況は向上している傾向にあるが、小学校においては柔軟性、投

力及び持久力、中学校においては投力が県平均を下回っている。 

小学校の陸上競技練習及び中学校の運動部活動については、専門性の高い指導者を

各校に派遣することで、教員が専門的な指導を学ぶ機会の確保と、児童生徒の体力及

び競技力の向上に努めた。指導者を確保することが課題である。 
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《施策の主題》食育と健康教育の推進 

子どもたちが、正しい知識と望ましい食習慣を身に付けられるように、食に関する

指導の充実を図ります。 

 また、健康の維持増進に必要な、望ましい生活習慣を身に付ける活動を推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○健康診断の実施 

 ★受診率１００％（全児童生徒対象項目） 

 ☆受診率 ９９．７６％（内科） 

９８．１７％（歯科） 

９８．４８％（尿） 

◎ 

健康診査事業 

 

 

 

（学務課） 

２ 

○薬物乱用防止教室の実施（小学校） 

 ★全校 

 ☆全校で実施 

○非行防止教室の実施（中学校） 

 ★全校 

 ☆全校で実施 

◎ 

学校保健安全

事業 

 

 

 

（学務課） 

３ 

○養護教諭連絡会議の開催 

 ★養護教諭連絡会議（３回） 

 ☆３回（７月、１２月、３月） 

◎ 

学校衛生管理

事業 

（学務課） 

４ 

○食に関する指導の充実 

 ☆「食に関する指導の指針」を全職員へ配布 

 ★食育研修会（１回） 

 ☆１回（８月 教育研究会学校給食研究部との共催） 

 ★栄養士会での指導・助言 

 ☆年間１２回参加 

 ☆栄養管理状況について指導・助言 

 ☆各校の栄養教諭、学校栄養職員への指導・助言 

○弁当の日の実施 

 ★「弁当の日」の実施及び調査（全校） 

 ☆全校で実施 

◎ 

教職員研修

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

５ 

○食育の充実 

 ★学校給食運営委員会（２回） 

 ☆２回（７月、２月） 

◎ 

学校給食管理

運営事業 

（指導課） 
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【評価と課題】 

健康診査事業については、児童生徒の状況等により受診しない児童生徒がいるため

受診率は１００％に達しなかったが、受診可能な児童生徒全てが受診することで、健

康診断を通して児童生徒の健康維持増進ができた。 

学校保健安全事業については、全ての小中学校に四街道警察署をはじめ、佐倉保健

所、富里 BBS（薬物防止セミナー等主催団体）等外部講師を招聘して薬物乱用防止教

室、非行防止教室を開催し、薬物の心身に与える影響を学ぶことで、児童生徒の意識

の向上につなげた。 

学校衛生管理事業については、養護教諭連絡会議において、小中学校共通の保健教

育の実践を進めるために、連絡・協議を綿密に行った。 

教職員研修事業については、８月に教育研究会（学校給食研究部）と共催で教員、

栄養教諭、学校栄養職員を対象とする研修会を実施した。また「弁当の日」について

は、初めて全校で実施し、各校の実態に応じて工夫した取組が見られた。全校で実施

した調査では、「弁当の日」の趣旨が理解され、前年度同様に肯定的な意見が多数挙

げられたことから、引き続き２９年度も全校で実施していく。 

 学校給食管理運営事業については、学校給食運営委員会での意見を反映させ、身体 

の発育期にある児童生徒に栄養のバランスがとれた給食を提供し、児童生徒の心身の

健全な発達に寄与した。今後も次世代を担う子どもたちが心身共に健やかに成長でき

るよう、安心安全な給食の提供を継続していく。 
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４．教育機関の連携推進 

 

《施策の主題》異校種・教育機関との連携推進 

市内に幼稚園・保育園（所）・小学校・中学校・高等学校・大学、そして特別支援

学校という多様な校種が存在する教育環境を有効に活用し、発達段階に応じた継続的

な指導を実施するとともに、校種間の連携を通して教育活動の充実を図ります。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○異校種・教育機関との研修会の実施 

 ★幼保小連携教育研修会（１回） 

 ☆１回（７月）  

参加人数 ６３人（前年度：７２人） 

★特別支援教育研修会（通常学級担任等対象） 

（１回） 

 ☆１回（８月）  

参加人数 ７９人（前年度：５１人） 

★特別支援教育連絡会議（３回） 

 ☆３回（６月、１０月、１月） 

◎ 

教職員研修

事業 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

市内小学校を会場に幼保小連携教育研修会を行い、幼稚園、保育園（所）、小学校

の様々な活動について、映像を活用して共有したことで保育の現状や就学前児童の発

達段階について理解を深めることができた。また、幼稚園、保育園（所）、小学校の

職員の情報交換の場を設けたことで、互いの教育と保育について理解を深めることが

できた。  

通常学級の担任等対象の特別支援教育研修会では、幼稚園から特別支援学校まで幅

広い校種から多数の参加があった。具体的な事例をもとに支援のあり方について研修

を深めることができ、好評であった。 

市内の特別支援教育推進のためのネットワークの強化を目的とした特別支援教育

連絡会議には、幼稚園、保育園（所）、小中学校、高等学校、特別支援学校、市福祉

関係課の担当者が参加して研修するとともに、情報交換を行ったことで連携が推進さ

れた。 
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《施策の主題》一人一人が輝く特別支援教育の推進 

生涯にわたる途切れのない支援を目指して、幼保・小・中・高・特別支援学校、関

係機関が一体となる支援体制を推進します。 

また、この体制をもとにした学校内外の交流及び共同学習や、特別支援学校に在籍

する子どもが、居住する地域で学ぶ居住地校交流を支援します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○特別支援教育に関する会議等の開催 

 ★特別支援連携協議会（２回） 

 ☆２回（７月、１月） 

★特別支援教育連絡会議（３回） 

☆３回（６月、１０月、１月） 

 ★幼保・小学校間，小・中学校間の情報交換の実施 

（年度末に１回、その他随時） 

 ☆特別支援教育連絡会議で ３回 （６月、１０、 

１月）実施 

○ 

特別支援教育

推進事業 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

２ 

○教育支援に関する事業の実施 

★教育支援委員会（４回） 

☆４回（６月、９月、１２月、２月） 

 審議件数１２０件（前年度：９６件） 

★教育支援、就学相談の実施 

 ☆就学相談１４４件 （前年度：１１５件） 

◎ 

教育支援事業 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

特別支援教育推進事業では、特別支援連携協議会を２回開催し、各関係機関の委員

から本市の特別支援教育推進に関して助言をいただくことができた。特別支援教育連

絡会議では、市内の幼稚園、保育園（所）、小中学校、高等学校、特別支援学校、市

福祉関係課等の幅広い分野からの参加者があり、研修や情報交換を通して、特別支援

教育コーディネーターの資質の向上を図るとともに、各校における支援体制の強化を

図った。子どもたち一人一人に応じた適切な支援を行うためには、特別支援教育コー

ディネーターのさらなる研修が必要である。また、コーディネーターが中心となり、

必要とする全ての児童生徒について、個別の教育支援計画、個別の指導計画が作成さ

れるよう、引き続き各校を指導していく。 

教育支援事業については、４回実施された教育支援委員会において、一人一人につ

いて保護者及び本人に寄り添った慎重な審議が行われ、適正な教育支援を行った。 
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基本方針２ 

「確かな学力を身につけた子どもを育てます」 

 

（主な施策と事業） 

１．魅力ある授業の推進 

 

《施策の主題》学び合う授業の創造 

一人一人の実態に応じた丁寧な指導に努め、基礎基本の定着を図ることで、わかる

喜びと学ぶ楽しさを味わえる学習環境を整えます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○少人数学級推進教員の配置 

 ★小学校１・２年：１学級３０名を超える学級が 

ある学年 

 ☆四街道小・旭小・南小・八木原小・和良比小の

１年生、四街道小・八木原小・四和小の２年生 

 ★小学校３年から中学校３年まで：１学級３５名 

を超える学級がある学年 

 ☆八木原小４年生、大日小５年生、栗山小６年生、 

四街道中・四街道北中の２年生、千代田中・四 

街道西中の３年生 

◎ 

少人数学級

推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

（学務課） 

【評価と課題】 

少人数学級推進事業については、少人数学級推進教員配置基準により、対象となる

学年全てに講師を配置することができた。また、配置校では少人数指導やチームティ

ーチング等の授業形態において講師を有効に活用し、児童生徒一人一人に目の行き届

いたきめ細かい指導の充実を図ることができた。特に、小学校における算数の時間や

ドリルタイム、中学校における総合的な学習の時間でのグループ活動等で成果を上げ

た。今後も、優秀な講師を確保するために、市ホームページ、市政だより等による求

人だけでなく、直接大学への訪問活動を行い、講師の確保に努めていく。 
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《施策の主題》教職員の授業力の向上 

各小中学校を授業力向上研究校に指定し、全ての教職員の力量を高める機会の充実

に努めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○「授業力向上研究指定校」として全校指定 

 ★全教員による公開授業・授業研究等の実施 

 ☆自身の授業を公開する研究授業を実施した教員 

の割合         ９１．６％ 

 ★他校公開授業への参加 

 ☆他校の研究授業を参観した教員の割合 

              ８４．５％ 

○教職員の資質向上のための研修事業の実施 

 ★市教委主催研修会（１４講座１９回） 

 ☆市教委主催研修会（１４講座１９回 参加人数 

延 ５０６人） 

  ・特別支援教育研修会２回（４月、８月） 

  ・いじめ防止に関する研修会１回（５月） 

  ・外国語教育研修会３回（６月、７月２回） 

  ・養護教諭研修会１回（７月） 

  ・小中一貫教育研修会１回（７月） 

  ・幼保小連携教育研修会１回（７月） 

  ・読書活動推進研修会１回（７月） 

  ・道徳教育研修会１回（８月） 

  ・校務支援システム研修会３回（８月３回） 

  ・食育研修会１回（８月） 

  ・情報モラル教育研修会１回（８月） 

  ・人権教育研修会１回（８月） 

  ・教務主任研修会１回（１月） 

  ・新規採用教職員研修会１回（２月） 

 ☆市教委主催研修会で終了後にアンケート調査実施 

★各種機関・団体主催研修会への参加促進 

 ☆教職員の自主的な研修につなげるために関係機 

関等による研修会の案内文書を配付 

○ 

教職員研修

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 
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【評価と課題】 

 教職員研修事業については、授業力向上を図るため、各校の研究教科、研究テーマ

に基づいて多くの教員が公開の研究授業を行った。研究授業に向け、各校で熱心に指

導案の検討が行われるとともに、授業後の研究協議でも活発な意見交換が行われ、授

業改善につながった。他校参観については、小中一貫教育の推進により、以前に比べ

積極的な参加が見られるようになったが、参観率は８４．５％にとどまっている。引

き続き、積極的な参観を奨励していく必要がある。 

市教委主催研修会については、計画的に運営でき、研修会終了後のアンケートでは、

参加者の９２．６％が「ためになった」と回答し、好評であった。 
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《施策の主題》問題解決的な学習及び体験的な学習の充実 

子どもたちが自ら課題を見出し、その解決に向けて主体的に取り組む問題解決的な

学習と体験的な学習を推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○指導主事等による視点を明確にした指導・助言 

 ★授業のめあての視覚化（板書等） 

 ☆授業のめあてを板書して児童生徒に明確に伝え 

るよう指導・助言 

 ★児童生徒の問題意識を高める導入の工夫 

 ☆児童生徒が自ら問題意識を持って学習に取り組 

むことができるような導入の工夫について指導 

・助言 

 ★児童生徒の主体的、協働的な学習活動 

 ☆児童生徒が主体的に学び合う学習活動が展開さ 

れるよう指導・助言 

○ 

教職員研修

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

 教職員研修事業については、学校訪問の際に指導主事等が授業を参観し、めあての

明確化、問題意識を高める導入の工夫、主体的、協働的な学習活動の３つの視点を中

心に、具体的に指導・助言を行った。児童生徒が主体的に活動する姿が多く見られる

ようになってきたが、「ねらいに応じた適切な活動であるか」を見極めていく必要が

ある。どの授業においても、児童生徒の実態からつけたい力を明確にし、それに適し

た学習活動を設定することができるようにしていくことが求められる。 
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２．多様な学びの推進 

 

《施策の主題》小中一貫教育の推進 

 義務教育の９年間を一体的に捉え、子どもの学力向上、豊かな心の育成、基本的生

活習慣の確立を図れるよう、小中一貫教育の在り方について実践研究を行います。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○モデル校での研究（施設分離型） 

 ★旭中学校区５校（旭中、旭小、山梨小、みそら 

小、吉岡小） 

 ☆相互授業参観や、中学校体験入学等を実施 

 ★四街道中学校区３校（四街道中、四和小、和良 

比小） 

 ☆部活動見学や、授業研究会の相互参観等を実施 

 ★四街道西中学校区３校（四街道西中、四街道小、 

大日小） 

 ☆相互授業参観や、中学校体験入学等を実施 

★四街道北中学校区３校（四街道北中、中央小、 

栗山小） 

 ☆授業研究会の相互参観や、中学校体験入学等を実施 

※モデル校の「中学校区」とは、小中一貫教育の研究のための 

中学校区であり、実際に進学する際の中学校区とは異なります。 

○小中一貫教育に関して審議・検討 

 ★小中一貫教育推進委員会（３回） 

 ☆２回（５月、７月） 

○小中一貫教育基本方針の策定  

 ☆市小中一貫教育基本方針を策定（３月） 

 ☆市小中一貫教育推進要領を策定（３月） 

◎ 

小中一貫教育

推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学務課） 

【評価と課題】 

小中一貫教育推進事業では、旭中学校区、四街道中学校区に加え、四街道西中学

校区・四街道北中学校区をモデル校に指定して拡充を図った。千代田中学校区にお

いては３年間のモデル校での研究を終え、３０年度の完全実施に向け、継続して実

践・研究を行った。また、小中一貫教育の実践研究を一つの手段として、共通した

児童生徒像のもと、中学校進学をより大きな成長の機会とし、小学校で身に付けた

ことをさらに伸ばす取組について研究した。 

小中一貫教育推進委員会では、モデル校での実践研究をもとに、小中一貫教育基

本方針(案)について協議・検討を行い、同方針（案）に対する意見を教育長に報告

した。その後、市民参加手続等を経て、３月に市小中一貫教育基本方針を策定した。

また、学校間の連絡・調整役を担う小中一貫教育コーディネーターを置くこと等を

記した市小中一貫教育推進要領も３月に策定した。 
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《施策の主題》夢を育む教育の推進 

 子どもが、将来の夢と希望を抱き、社会の中で自分らしい生き方を見出すことがで

きるような取り組みを支援します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○職業人と関わる活動の支援 

 ★小学校の職場見学等の支援 

 ☆職場見学実施 ２校（６年生） 

（協力事業所 ２８） 

  講話・体験 １０校（６年生） １０６回 

 ★中学校の職場体験の支援 

 ☆全校（２年生）で職場体験を実施 

  （協力事業所 １８２） 

 ★職業人による講演活動への支援 

 ☆命の教育に関する講演会 中学校全校  

★キャリア教育推進会議（２回） 

 ☆２回（６月、１月） 

◎ 

小学校（中学

校）キャリア

教育推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

キャリア教育推進会議では、活動内容や成果の報告を行い、キャリア教育の目的や

意義についての確認を行った。また、小中学校の連携を図りながら職業人と関わる活

動について意見交換を行った。小学校では、職場見学よりも、地域の方を学校に招き、

職業についての講話を聴いたり、和菓子作りやそばうち等の体験をしたりする活動が

増えている。学校や地域の実態に合わせて、一人一人の職業的・社会的自立に向け、

必要な基盤となる能力や資質を育て、キャリア発達を促すための学習計画を立ててい

く。 
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《施策の主題》外国語教育の推進 

 小学校では、体験的な学習活動等を通して外国語に慣れ親しみ、中学校では「聞く」

「話す」「読む」「書く」の４つの技能をバランスよく高めながら、実践的な英語力の

育成を図ります。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○実践的な英語力の育成 

 ★外国語指導助手（ＡＬＴ）の派遣（５人） 

 ☆延日数 小学校３３３日、中学校８３７日 

 ★外国語教育コーディネーターの派遣 

 ☆小学校６２回、中学校２４回 

★中学３年生への英語検定料助成 

 ☆年間受験者数 ５０３人 

  ・英検の受験率 約６４％（前年度：約６８％） 

  ・３級以上の取得率 約２９％（前年度：約４０％） 

○外国語指導助手への指導・助言 

 ★指導主事による授業参観 

 ☆１６回、その他月１回のミーティングで指導・

助言 

 ★外国語教育コーディネーターによる授業参観 

 ☆年間３６１時間 

（小学校２８１時間、中学校８０時間） 

○ 

外国語指導

助手派遣事業 

 

 

 

 

 

（指導課） 

外国語教育

推進事業 

 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

実践的な英語力の育成については、ＡＬＴを全中学校に配置し、要請に応じて小学

校に派遣した。児童生徒が生きた英語と触れ合う機会を増やすことで、異文化に対す

る興味・関心が高まった。 

英検受験料を市内中学３年生１回に限り、公費負担とすることで受験者数の増加を

目指しているが、受験者数に頭打ちの傾向がみられ、併せて３級以上の取得率も低下

している。 

外国語指導助手への指導・助言については、指導主事及び外国語教育コーディネー

ターによる授業参観を実施し、課題に応じた指導・助言を行うことができた。 
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《施策の主題》情報教育の推進 

 情報活用能力を育成するため、ＩＣＴ（情報通信技術）機器を活用した、わかりや

すく深まりのある授業を展開するとともに、情報モラル教育を推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○ＩＣＴ機器を活用した授業づくりの支援 

 ★小中学校コンピュータ教室の機器の活用 

 ☆学習支援ソフトの活用 

★普通教室における情報機器の活用 

☆タブレット、大型液晶テレビの活用 

○情報モラル教育の推進 

 ★情報モラル教育研修会（１回） 

☆１回（８月）「学校における情報モラル教育」 

◎ 

小学校（中学

校）コンピュ

ータ機器管

理整備事業 

 

 

 

（指導課） 

２ 

○ＩＣＴ機器の適切な運用・管理 

★校務用パソコン等の機器の整備 

☆校務用パソコンの修繕等 

★校務の情報化の推進 

☆校務支援システムの導入 

★パソコン実技研修会（１回） 

 ☆３回（８月） 

◎ 

教育ネット

ワーク基盤

整備事業 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

 小学校（中学校）コンピュータ機器管理整備事業については、タブレットや大型液

晶テレビ等の活用を推進し授業支援を行った。タブレットについては、児童生徒の活

動の様子を撮影して学習の振り返りに生かしたり、話し合い活動に活用したりするな

ど、授業中の積極的な活用が増えた。また、タブレットで撮影した児童生徒の作品や

学習ノート・パソコンで作成した資料を大型テレビに映して提示することで、学習に

広がりが見られ、児童生徒の理解を深めることにつながった。 

情報モラル教育については、教職員対象の情報モラル教育研修会を開催し、スマー

トフォンやタブレットによるトラブル防止に関する模擬授業を行い、研修を深めた。 

 教育ネットワーク基盤整備事業については、校務支援システムを９月から導入し、

出席簿等の部分運用を開始した。２９年度からの全面運用により、指導要録、健康診

断票等作成の支援、事務処理の効率化を図る。 
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３．学校教育充実の支援 

《施策の主題》家庭との連携による学習習慣の形成 

 子どもたちの基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得のためには、学校だけでな

く、家庭との連携協力が必要であることから、望ましい家庭学習の在り方について「手

引き」等を作成し、学校や家庭を支援します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○望ましい学習習慣形成のための啓発 

 ★ホームページ「家庭で育む生きる力」の掲載 

 ☆ホームページ「家庭で育む生きる力」の掲載 

 ☆リーフレット「四街道市の学校教育」の配付 

 ★学校だよりを通した啓発 

 ☆学校だよりに啓発記事を掲載 

 ★各中学校区の実態に応じた手引きの作成 

 ☆中学校区ごとに内容を検討 

○ 

指導事務事業 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

指導事務事業については、ホームページを通じて、児童生徒の学習習慣、生活習慣

を形成する啓発活動を行った。また、本市の教育方針を示したリーフレット「四街道

市の学校教育」を全家庭に配付した。 

 今後は、家庭学習の在り方について、各校の実態を踏まえながら、小中一貫教育推

進の中で、中学校区ごとに手引き等を作成し、配付できるようにする必要がある。 
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《施策の主題》子どもたちの学びを支える支援 

 各小中学校の要請や実態に応じ、個別の対応が必要な子どもたちのために様々な支

援を行います。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○生徒指導上の学級支援 

 ★生徒指導補充教員の派遣 

 ☆小学校５校に５人を派遣 

☆中学校全校に４人を派遣（２校兼務１人） 

◎ 

学校支援職員

派遣事業 

 

（学務課） 

２ 

○生徒の部活動大会参加経費の助成 

 ★関東大会以上 

 ☆生徒が部活動で関東大会以上に参加した際の交 

通費、宿泊費を助成 

 ・全国大会（ ２件） 

 ・関東大会（１２件） 

◎ 

生徒派遣等

助成事業 

 

 

 

（学務課） 

３ 

○特別支援を要する児童生徒への支援 

★特別支援教育支援員の配置 

☆１４校に２２人を配置 

★特別支援教育支援員研修会（１回） 

☆１回（７月） 

○巡回相談員の派遣（年４８日） 

 ★発達検査の実施 

 ☆３８日 ５６件 

 ★巡回相談の実施 

 ☆１１日 １１件 

◎ 

特別支援教育

推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

学校支援職員派遣事業では、生徒指導補充教員を必要とされる学校に派遣したこと

により、学級担任や教科担任等と連携しながら、児童生徒の学習面や生活面へのきめ

細かな指導や支援を行うことができた。また、配置学年等に縛られず、必要に応じて、

様々な教育活動の場で児童生徒に係わることができるので、適時有効に活用している。 

生徒派遣等助成事業では、大会参加経費等に対する助成を行うことで、生徒の部活

動での活躍を支援することができた。 

特別支援教育推進事業では、支援が必要な児童生徒のニーズに応じて、２２人の特

別支援教育支援員を配置することができた。また、特別支援教育支援員の資質向上を

図るため、研修会を実施した。巡回相談員については、学校からの要請に応じて派遣

し、児童生徒一人一人に適した支援の在り方について、各校に指導・助言を行った。 
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基本方針３ 

「教師と子どもが深い信頼関係で結ばれた学校づくりを進めます」 

 

（主な施策と事業） 

１．信頼される教職員の育成 

 

《施策の主題》教職員の資質能力の向上 

 教科についての専門的知識や指導技術等を身に付けた、品位と魅力あふれる教職員

の育成に努めます。 

 また、様々な教育問題に適切に対応できる資質の向上のために、研修内容の充実に

努めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○優れた教職員の顕彰 

 ★学校への周知等による表彰候補者の把握 

 ☆学校への周知等により表彰候補者の有無を把握 

○ 

教育委員会

表彰事業 

(学務課・教育総務課) 

２ 

○教職員の資質向上のための研修事業の実施 

★市教委主催研修会（１４講座１９回） 

 ☆市教委主催研修会（１４講座１９回 参加人数 

延５０６人） 

  ・特別支援教育研修会２回（４月、８月） 

  ・いじめ防止に関する研修会１回（５月） 

  ・外国語教育研修会３回（６月、７月２回） 

  ・養護教諭研修会１回（７月） 

  ・小中一貫教育研修会１回（７月） 

  ・幼保小連携教育研修会１回（７月） 

  ・読書活動推進研修会１回（７月） 

  ・道徳教育研修会１回（８月） 

  ・校務支援システム研修会３回（８月３回） 

  ・食育研修会１回（８月） 

  ・情報モラル教育研修会１回（８月） 

  ・人権教育研修会１回（８月） 

  ・教務主任研修会１回（１月） 

  ・新規採用教職員研修会１回（２月） 

 ☆市教委主催研修会で終了後にアンケート調査を実施 

★各種機関・団体主催研修会への参加促進 

 ☆教職員の自主的な研修につなげるために関係機 

関等による研修会の案内文書を配付 

◎ 

教職員研修

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 
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【評価と課題】 

教育委員会表彰事業では、２８年度は該当者がなかったが、教職員のこれまでの実

績を評価し、意欲の向上につなげるために被表彰者の人選等に努めた。今後は、市内

小中学校の中で活躍している表彰候補者を幅広く選出する必要がある。 

教職員研修事業については、１４講座１９回を実施し、延べ５０６人の参加があっ

た。計画的に運営でき、研修会終了後のアンケートでは、参加者の９２．６％が「た

めになった」と回答し、好評であった。 
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《施策の主題》子どもに向き合える環境づくり 

 教職員が子どもたちと向き合う時間を確保するための支援を行います。さらに、教

職員の心の健康維持のため、相談体制の充実に努めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○教職員のメンタルヘルスケアの促進 

 ★健康相談の実施 

☆教職員保健管理医による健康相談 

 ☆メンタルヘルス相談の周知 

 ☆各小中学校でのモラールアップ委員会の開催 

◎ 

健康診査事業 

 

 

 

（学務課） 

２ 

○外国籍等の児童生徒への語学指導 

 ★語学指導員の派遣 

 ☆語学指導員３人を派遣（ペルシャ語・中国語） 

 （小学校６校、中学校４校） 

 ★関係団体との連携 

 ☆市国際交流協会との連携 

 （日本語指導ボランティア １５人） 

○ 

教育相談体制

支援事業 

 

 

 

 

（指導課） 

３ 

○学級経営等に対する指導・助言 

 ★指導主事による直接指導 

 ☆授業研究会や学校訪問等の中で、授業改善や生 

徒指導の視点から指導・助言 

◎ 

教職員研修

事業 

 

（指導課） 

４ 

○校務支援システム導入 

 ★校務支援システムの構築 

 ☆９月より部分運用を開始 

◎ 

教育ネットワーク

基盤整備事業 

（指導課） 

【評価と課題】 

健康診査事業の教職員のメンタルヘルスケアの促進については、定期健康診断をも

とに、各校に配置している教職員保健管理医による健康相談の実施や、モラールアッ

プ委員会を定期的に開催することで、教職員の心身の健康維持や良質な職場環境づく

りに取り組むことができた。 

教育相談体制支援事業では、学校からの要請に応じて語学指導員を派遣するととも

に、市国際交流協会と連携をとりながら日本語指導ボランティアを派遣するなど、必

要な支援が迅速に行われるよう努めている。語学指導員については、１人（ペルシャ

語指導）を増員し、合計３人を計画的に学校へ派遣することができた。しかし、支援

が必要な外国籍の児童生徒数（２８年度末調査ではペルシャ語３９人、中国語３人、

その他の言語４人）に対し、語学指導員による支援の状況は十分ではない。 

 教職員研修事業については、指導主事が授業研究会や学校訪問の際に、学級担任に

対し、授業改善や生徒指導の視点から、よりよい学級経営に向けての指導・助言を行

った。 

教育ネットワーク基盤整備事業については、校務支援システムを９月から導入し、

出席簿等の部分運用を開始することで、事務処理の軽減を図ることができた。 
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２．地域とともにある学校づくりの推進 

 

《施策の主題》開かれた学校づくりの推進 

 保護者・地域と教職員が教育についての問題意識を共有することで、開かれた学校

づくりを推進します。 

《施策の主題》地域が誇れる学校づくりの推進 

 魅力的な学校づくりを推進し、学校の教育力が地域の中で充分な役割を果たすよう

努めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○地域と共につくる学校づくり 

 ★学校評議員の委嘱 

 ☆市内全小中学校から学校評議員８２名の推薦を 

  受け委嘱 

◎ 

学校評議員

事務事業 

 

（学務課） 

２ 

○地域による学校支援 

 ★学校支援コーディネーターの委嘱（１人） 

 ☆学校支援コーディネーターの委嘱（１人） 

 ★地域コーディネーターの委嘱（各校１人） 

 ☆地域コーディネーターの委嘱 

 （各校１人計１７人） 

 ★地域コーディネーター会議（２回） 

 ☆２回（５月・２月） 

○開かれた学校づくり 

 ★地域への授業公開 

 ☆地域への授業公開（全校実施） 

 ★ホームページ更新 

 ☆全校のホームページの更新作業を支援 

 ★各種たより等の充実 

 ☆各校が学校だより等で学校支援地域本部事業や

児童生徒の活動の様子を周知 

○ 

学校支援地域

本部事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 
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【評価と課題】 

学校評議員事務事業については、学校評議員を置くことにより，地域住民等の意見

を幅広く聴取するため、構成分野を考慮し働きかけることにより多面的な視野から学

校運営を見直すことができた。また、評議員の配置については、学校に対し様々な年

齢や職業の評議員を置くことや、意見の固定化を防ぐためにメンバーの入れ替え等を

積極的に行うよう働きかけた。 

学校支援地域本部事業では、地域コーディネーター会議の内容の一部を見直し、中

学校の実践発表をもとに協議や情報交換を行い、事業の趣旨等について理解を深める

ことができた。また、学校支援コーディネーターを学校で行われる学校支援推進会議

に派遣することにより、各校の状況を把握し、学校の実態に応じて「地域とともにあ

る学校づくり」を推進することができた。各校には、学校支援地域本部事業のガイド

ブック「地域の学校応援団」を配付するとともに、県の研修会で報告された他地域の

実践例を紹介し、事業の趣旨や内容の理解を図ることができた。しかし、学校によっ

て、「様々な理由によるボランティアの減少」「事業が十分に地域に周知されていない」

等抱えている課題が異なるため、引き続き地域の実情に応じた事業の展開が必要であ

る。 
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３．安全・安心な学校づくりの推進 

《施策の主題》安全教育の充実 

 大規模な自然災害を想定した防災教育の実施、「地域安全マップ」等を活用した交

通安全指導や不審者への注意喚起、避難訓練の実施等を通して、実践的な危機回避能

力を育てます。 

《施策の主題》安全体制の充実 

 学校内外に発生する事件事故から子どもたちを守るため、安全体制の充実を図ります。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○通学路の安全確保 

 ★関係機関との合同による危険箇所点検 

 ☆通学路の安全確保のため、関係機関との連携に 

よる合同点検を実施 

◎ 

通学路安全

管理事業 

 

（学務課） 

２ 

○防犯・安全用品の配付 

 ★小学１年生への防犯ブザーの配付 

 ☆児童の安全確保を図るために、小学校１年生に

防犯ブザーを配付 

○緊急搬送用自動車の借り上げ 

 ★児童生徒の医療機関への搬送 

 ☆安全体制の充実に努めるために、児童生徒用の

緊急搬送用自動車を借り上げ 

  ・緊急搬送回数７３回（前年度４７回） 

◎ 

学校支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

（学務課） 

３ 

○安全体制の充実 

 ★交通安全への指導･助言 

 ☆各校の実情に合わせて交通安全教室を実施 

 ☆保護者・地域の方の見守り等の協力による登下 

校時の安全確保 

 ★不審者対応への指導･助言 

 ☆実態に応じて、各校で不審者への対応について 

児童生徒に指導 

 ☆不審者対応訓練を実施 小学校全校 中学校２校 

○防災教育 

 ★避難訓練への指導･助言 

 ☆大規模災害を想定した実践的な避難訓練に加え 

様々な場面を想定したワンポイント避難訓練を 

各校で実施 

・避難訓練実施回数 

  小学校 延 １０１回 

  （内ワンポイント避難訓練６３回） 

中学校 延  １９回 

  （内ワンポイント避難訓練 ８回） 

◎ 

学校安全事務

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 



 

36 

 

【評価と課題】 

通学路の安全確保については、２７年７月に策定した『四街道市通学路交通安全プ

ログラム』に基づき、学校・家庭・地域・関係機関と連携し、７月に合同点検を実施

した。児童生徒が安全に通学できるよう、今後も当該プログラムに基づき、関係機関

と連携して危険箇所の解消に努めていく。 

 学校支援事業については、防犯ブザーを配付し、児童の安全を守るための対応に努

めた。また、児童生徒の受傷後の適切な早期受診対応の周知や、各検診の未受診者の

受診機会の確保等、より充実した安全体制を確立するために、緊急搬送用自動車とし

て借り上げたタクシーを使用することで、搬送回数が増加するなど適切に対応するこ

とができた。 

学校安全事務事業の交通安全については、各校で実情に応じて交通安全教室を実施

し、児童生徒の交通安全に対する意識を高めるとともに、学校支援地域本部事業によ

り、保護者、地域の方々による登下校時の見守りが積極的に行われている。不審者対

応についても、不審者情報等をもとに、各校で児童生徒に指導が行われ、対応訓練も

小学校において全校で実施された。 

 防災教育については、各校で実践的な避難訓練が複数回実施され、児童生徒の危機

対応能力、危機回避能力等を高めることができた。さらに地域や関係機関と連携した

安全教育が推進されるよう、指導・助言していく。 
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《施策の主題》施設設備の充実 

 安全、安心な施設となるよう、施設設備の整備を計画的に進めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○施設・設備の点検と保守管理 

 ☆法定検査・定期点検等を実施 

  ・消防設備保守点検委託 他３１件 

○施設・設備の補修・修繕 

 ☆劣化や損傷による補修・修繕を実施 

  ・四和小学校屋上防水改修工事 他６３件 

○空調設備整備 

 ★小学校１２校の普通教室等に設置（リース） 

 ☆普通教室及び特別支援教室に設置（リース） 

  ・都市ガス ９校・電気 １校・ＬＰＧ ２校 

○トイレ洋式化工事 

 ★四街道小学校・和良比小学校 

 ☆四街道小学校洋便器改修工事を実施 

  ・既存和式便器を洋式便器に改修 １８基 

 ☆和良比小学校洋便器改修工事を実施 

  ・既存和式便器を洋式便器に改修 １５基 

◎ 

小学校施設設備

維持管理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育総務課） 

２ 

○施設・設備の点検と保守管理 

 ☆法定検査・定期点検等を実施 

  ・消防設備保守点検委託 他２６件 

○施設・設備の補修・修繕 

 ☆劣化や損傷による補修・修繕を実施 

  ・四街道中学校テニスコート補修工事他２６件 

○空調設備整備 

★中学校５校の普通教室等に設置（リース） 

☆普通教室及び特別支援教室に設置（リース） 

 ・都市ガス ２校・電気 ２校・ＬＰＧ １校 

◎ 

中学校施設設備

維持管理事業 

 

 

 

 

 

 

 

（教育総務課） 

３ 

○環境検査の実施 

 ★水質検査や空気検査、揮発性有機化合物検査等 

（各１回） 

 ☆水質検査、飲料水検査、プール水検査、ホルム

アルデヒド簡易検査、ダニ検査、空気（CO2、CO、

NO2）検査、照度検査（各校、年１回） 

☆揮発性有機化合物検査(ホルムアルデヒド、トル

エン、キシレン、パラジクロロベンゼン、エチ

ルベンゼン、スチレン)（四街道西中、年１回） 

◎ 

学校衛生管理

事業 

 

 

 

 

 

 

（学務課） 
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【評価と課題】 

小学校施設設備維持管理事業及び中学校施設設備維持管理事業については、補修、

修繕、法定点検等を行い、施設の適切な維持保全が図れた。 

 校舎等の経年劣化に対しては、部分補修等により安全性を第一に的確に対応してい

る状況であり、今後は、校舎全体の大規模な改造等を計画的に実施していく。 

空調設備設置については、１３年間の賃貸借契約により普通教室及び特別支援教室

に設置し、授業に集中できる教育環境の整備が図れた。今後も、普通教室及び特別支

援教室が増加した場合には空調設備を設置する。 

既存和式便器を洋式便器に改修し、児童が使用しやすい学校トイレの推進が図れた。

今後も児童生徒数に対し、洋式便器の設置率の低い学校を中心に順次整備を進めてい

く。 

学校衛生管理事業については、水質検査や、空気検査等各種環境検査を全校で実施

した。また、揮発性有機化合物検査を２８年度は四街道西中学校で実施した。CO２等

の数値が基準値を超える箇所については、適切な換気方法の徹底や、暖房器具の点検

等、点検項目に適した対応を行い、衛生的で安心安全な学校環境の維持が図れた。 
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基本方針４ 

「自己実現を目指す市民の学習・スポーツ活動を支援します」 

 

（主な施策と事業） 

１．生涯学習環境の整備 

 

《施策の主題》生涯学習環境の整備 

 社会教育施設の整備を計画的に進め、生涯学習や地域活動の拠点作りを進めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○社会教育活動や文化活動の場の提供 

 ★和良比小学校及び四街道中学校の特別教室の開放 

 ☆和良比小 利用日数 ７２日 

       利用者数 延 １，９３６人 

  四街道中 利用日数 ６７日 

       利用者数 延 ９５４人 

○社会教育事業への補助金交付 

 ★社会教育関係６団体 

 ☆市婦人会 

市ユネスコ協会 

市レクリエーション協会 

  市ＰＴＡ連絡協議会 

  市音楽協会 

  市郷土歴史館設立期成会 

  ★青少年育成関係３団体 

 ☆ボーイスカウト四街道第１団 

  ボーイスカウト四街道第２団 

  ガールスカウト千葉県第６２団 

◎ 

社会教育支援

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

【評価と課題】 

 社会教育支援事業については、適切な安全管理を行い、社会教育活動や文化活動の

場を提供することができた。開放できる小中学校は構造上限られるが、現在開放して

いる２校の空き時間の利用を増やすなど今後も本事業の周知や広報活動を行ってい

く。 

また、社会教育団体へ補助金を交付し、各団体の活動の活性化が図れた。社会教育

関係団体への補助金については、公益上の交付根拠、交付基準、定期的な見直し等を

行うなど一層の適正化を図る。 
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《施策の主題》公民館活動の充実 

 民間活力を生かした指定管理者の運営により、公民館活動を推進します。また、新

たな公民館利用者を増やすため、魅力ある主催講座を開設します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○指定管理者による管理運営 

 ★指定管理者との連携 

 ☆利用者の要望等に対し連携して迅速に対応 

○主催講座の開催（１講座ごとの回数） 

 ★青少年対象 

 ☆定期講座：１講座 （５回）  

単発講座：１講座 （２回） 

 ★親子対象 

 ☆定期講座：３講座（７回/８回/７回 全２２回） 

   単発講座：１講座（１回） 

 ★成人対象 

 ☆定期講座：８講座  

（５回/６回/４回/５回/８回/７回/５回/７回 全４７回） 

 単発講座：３講座（１回/１回/１回 全３回） 

 ★高齢者対象 

 ☆定期講座： ３講座（各８回 全２４回） 

◎ 

公民館管理

運営事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

【評価と課題】 

公民館管理運営事業については、各館の利用者等の要望への対応や小規模修繕等、 

指定管理者と連携して迅速に対応できた。 

公民館主催事業については、２８年度より指定管理者に委託する形で実施した。ア

ンケート結果等を考慮して、講座内容の見直しを図るなど、各公民館で特徴ある講座

をそれぞれ開催できた。また、ボランティア団体、公民館サークル講師等の利用、大

学との連携も実施できた。 

高齢者対象の講座は多くの人が参加しているので、講座の中で時間を分けスペース

を確保するなど、より安全に考慮して講座を実施することができた。 

今後とも、青少年の学校外活動に積極的に対応することや地域における住民の学習

活動が効果的かつ総合的に行われるよう、学校・地域との連携・協力を図るとともに、

住民に対する学習情報の積極的な提供に努める。 
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《施策の主題》図書館の利用の推進 

 市民が必要とする多様な情報について、積極的に資料を収集し提供するとともに、

利用者の利便性の向上に努めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○図書館の適正な運営 

 ★図書館協議会（２回） 

 ☆図書館協議会の開催 ２回（１１月、２月） 

○施設設備の保守管理・修繕  

 ☆施設総合管理委託 他２件、修繕 ５件 

◎ 

図書館管理

運営事業 

 

 

（図書館） 

２ 

○資料の充実 

 ★新刊等の資料購入  ９，３００冊 

 ☆新刊等の資料購入 １０，３０７冊 

○サービスの充実 

 ★開館日数 ３２８日 

 ☆開館日数 ３２８日 

 ★予約・リクエスト ２７，０００件 

 ☆予約・リクエスト ３２，７０９件 

 ★季節展示、特別展示 １２回 

 ☆季節展示、特別展示 ２８回 

 ★ブックリスト、資料情報案内 ８６回 

 ☆ブックリスト、資料情報案内 ９１回 

 ★学習室の提供 ３２８日 

 ☆学習室の提供 ３２８日、利用 ２，５７１人 

 ☆えんぴつルーム ４５日、利用 １２５人 

 ★返却ポスト ７箇所 

 ☆返却ポスト ７箇所、利用３９，３０６冊 

 ★移動図書館（ドリーム号）巡回 ２２拠点 

 ☆移動図書館（ドリーム号）巡回 ２３拠点 

  延 巡回 ４９１回 

 ★除籍資料のリサイクル １４，０００冊 

 ☆除籍資料のリサイクル １７，１１２冊 

★図書館ホームページでの情報提供、インターネット予約 

 ☆図書館ホームページでの情報提供 ４４回 

☆インターネット予約   １５，９２５件 

○図書ボランティア活動 

 ★除籍資料のリサイクル準備 １２回 

 ☆除籍資料のリサイクル準備 １２回 

○視聴覚教材・機材の貸出、保守管理 

 ★教材・機材の貸出 ２００件 

 ☆教材の貸出 ９件、機材の貸出 １０１件 

○ 

資料管理整備

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図書館） 
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３ 

○主催事業の開催 

 ★おはなし会 ２３回 

 ☆おはなし会 ４歳〜小学１年 ２３回 ３２９人 

          小学１年〜大人 ３０回 ２３８人 

★絵本の会 ２３回 

☆絵本の会  ０・１歳と大人 ２３回 ３０８人 

       ２・３歳と大人 ２３回 １９４人 

★子どもの本の学習講座 ５回／１コース 

☆子どもの本の学習講座 ５回 参加 ６６人 

★科学あそびと工作の会 １回 

 ☆科学あそびと工作の会 １回 参加 ２４人 

★図書館ミニ講座 ６回 

 ☆図書館ミニ講座 ７講座 １０回 １５２人   

○「はじめまして、絵本」の実施 

★乳児への絵本配布 １２回、８００人 

☆乳児への絵本配布 １２回、７１４人 

★図書ボランティアとの協働 １２回 

☆図書ボランティアとの協働 １２回 

○小中学校読書感想文・感想画コンクールの実施 

 ★感想文 ４，２００点 

 ☆感想文 ４，２７０点 

★感想画 １８０点 

☆感想画 １４４点 

○小中学校図書館との連携 

 ★定期訪問（情報提供・交換） 各校２回 

 ☆定期訪問（情報提供・交換等） １８回 

★児童生徒向け・教職員向け資料情報の発行  

各２回 

 ☆児童生徒向け・教職員向け資料情報 各１回発行 

○ 

読書学習推進

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図書館） 
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【評価と課題】 

図書館管理運営事業については、図書館の運営形態を現在の一部業務委託の継続と

することを教育委員会会議で議決し、図書館の基本的な運営方針「市民のための図書

館 四街道市立図書館の運営方針」を策定した。また、市民が安心して快適に図書館

を利用できるよう、館内清掃及び施設・設備の管理業務委託や、経年劣化した施設の

維持補修に取り組むことができた。 

資料管理整備事業については、窓口等の一部業務委託の３年間契約を行い、委託事

業者との連携により市民サービスの質の維持・向上に努めている。移動図書館の巡回

を始めた吉岡小学校では、低学年を中心に活発な利用があり、図書館から遠隔な鷹の

台・吉岡地区の児童生徒の読書普及を図ることができた。また、新たに「えんぴつル

ーム」という名称で小中高校生を対象とした自習室の提供を始め、夏休み等の長期休

業中に児童生徒が安心し、集中して自習できる場所の確保に努めた。今後は、視聴覚

教材・機材を有効に活用できるよう適正な管理に努めるとともに、周知に取り組む必

要がある。 

読書学習推進事業では、「はじめまして、絵本」やおはなし会、ミニ講座を通して

家庭における読書普及を図ることができた。また、市内の保育園（所）や子育て支援

センターへの出張おはなし会を１８回実施したほか、３か年計画で取り組む移動図書

館の学校訪問では４校を訪問し、ブックトークを交えて移動図書館車の見学を行い、

児童の読書への関心を高めることができた。さらに、四街道北高等学校との連携によ

る「図書委員がおすすめします」のポスター展示と紹介図書の貸出を実施したところ、

市民の関心も高く好評であった。小中学校への定期訪問については、訪問日の調整が

円滑に行えなかったため、目標とした訪問回数に達することができなかった。今後は

学校訪問を着実に行えるよう、担当者間で十分に日程調整を図る必要がある。 
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２．生涯スポーツの推進 

 

《施策の主題》スポーツ環境の整備 

 子どもから大人まで、全ての市民が生涯にわたってスポーツに親しむことができる

生涯スポーツ社会の実現を図ります。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○スポーツ・レクリエーションの活動場所の提供 

★小学校校庭の開放（全校） 

☆全校開放 

  ・利用団体数 ３７団体（前年度：３８団体） 

  ・利用登録人数 １，０７４人 

（前年度：１，０３５人） 

★小中学校体育館の開放（全校） 

 ☆全校開放 

  ・利用団体数 １８８団体（前年度：１８７団体） 

  ・利用登録人数 ２，７３６人 

（前年度：２，７２９人） 

◎ 

小中学校体育

施設開放事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（スポーツ振興課） 

２ 

○総合公園体育施設及び温水プールの管理・維持補修  

 ★指定管理者による管理運営 

 ☆指定管理者との連携 

 ★施設の設備修繕・維持工事 

 ☆総合公園体育館 

  ・トレーニング機器修理 

  ・給湯用温水ボイラーパイロットバーナー系統修繕 

  ・スプリンクラーポンプ修繕 

  ・地下１階トイレ排気ファン修繕 

  ・体育館棟屋根補修工事 

  ・吸収式冷温水発生機自動抽気装置交換工事 

  ・ファンコイル改修工事 

  ・温度調節器交換工事 

  ・電磁式水道メーター交換 

  ・中央監視装置用液晶ディスプレイ交換工事 

 ☆総合公園野球場 

  ・バックネット支柱塗装工事 

  ・３塁側器具庫鉄扉交換工事 

  ・ダグアウト前フェンス防護ラバー張替工事 

  ・ホームベース設置工事 

 ☆温水プール 

  ・プレート熱交換器改修工事 

  ・ボイラー煙突傘補修工事 

○ 

体育施設管理

運営事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（スポーツ振興課） 
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【評価と課題】 

小中学校体育施設開放事業については、地域住民にとって身近な小中学校の体育施

設を開放することで、子どもから高齢者までスポーツ活動を通じた地域住民相互の交

流促進や、スポーツ活動への参加機会の確保及び参加者の体力向上、健康の維持増進

に役立っている。 

 体育施設管理運営事業については、指定管理者との連携により、小規模修繕から改

修工事に至るまで、計画的・効率的に執行したことで、利用者の安全性の確保と適切

なサービスの提供に努めた。 

 なお、既存の施設については、経年劣化に伴い修繕の頻度が増えていることから、

計画的かつ効果的な施設整備を進め、安全かつ快適な施設維持に努めていく必要があ

る。 
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《施策の主題》活力あるスポーツ活動の支援 

 市民のニーズに応じた質の高い指導ができる人材の養成・確保・活用を図ります。

また、身の回りにある施設を利用して取り組めるスポーツの推奨に努めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○スポーツ教室の開催 

 ★２４教室 

 ☆２２教室（前年度：２１教室） 

  （小学生向け１３教室、成人向け９教室） 

  ・参加人数 １，３０７人 

（前年度：１，４９２人） 

○体育の日行事の開催 

 ★イベント参加延人数 １，０００人 

 ☆参加人数 延 １,０６９人 

（前年度：１,１１９人） 

  （ローラーフィギュア、かけっこ、ヨガ他１１プログラム） 

 ★総合公園体育館（トレーニングルーム含む）の 

無料開放 

 ☆利用人数 １４７人 

（前年度： １２５人） 

○スポーツ指導者の育成 

 ★スポーツリーダーバンク登録者研修会 １回 

 ☆スポーツリーダーバンク登録者研修会 １回 

  ・登録指導者数 ２６人 

（前年度：３７人） 

  ・紹介件数 ２３件 

（前年度：２４件） 

○スポーツ推進委員連絡協議会の活動支援 

 ★体力測定会 ３回 

 ☆開催数３回、参加人数４９人 

 ★ニュースポーツ体験会 ３回 

 ☆開催数１回、参加人数６人 

  （ ラ ー ジ ボ ー ル テ ニ ス ・ 軽 三 角 ベ ー ス ボ ー ル ） 

 ★広報紙「はつらつ」の発刊（年１回） 

 ☆２９年３月発刊 

○ 

スポーツ普及

促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（スポーツ振興課） 
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２ 

○総合型地域スポーツクラブの支援 

 ★活動への助言 

 ☆施設空き時間の有効活用 

 ★活動場所の提供 

 ☆総合公園体育館、多目的運動場、市立武道館 

  ・総合公園の月曜休館日の開放 ３４回 

            （前年度：３５回） 

  ・クラブ会員数 ３９０人（前年度：３８７人） 

  ・定期プログラム ２２種目 

（前年度：２１種目） 

  ・不定期プログラム １種目（前年度：１種目） 

  ・運営委員会開催数 １２回（前年度：１２回） 

◎ 

総合型地域

スポーツクラブ

育成支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（スポーツ振興課） 

３ 

○ガス灯ロードレース大会の開催 

 ★参加申し込み人数 ４，０００人 

 ☆参加申し込み人数 ３，６４６人 

      （前年度：３，８２０人） 

  （全２５部門、うちパラロードレース８部門） 

  ・ボランティアスタッフ数 ８４０人 

          （前年度：８３９人） 

○ 

ガス灯ロードレース

大会事業 

 

 

 

 

（スポーツ振興課） 

４ 

○本市会場競技の運営 

 ★バレーボール、テニス 

 ☆バレーボール 男女各８市町参加 

 ☆テニス 男女各８市町参加 

  ・総合公園体育館、庭球場 

○市代表選手の派遣 

 ★１６競技２４種目 延４００人 

 ☆各競技に市代表選手を派遣 

  ・参加競技数 １６競技２３種目 

    （前年度：１６競技２３種目） 

  ・参加人数 延 ３７８人、派遣 ３０３人 

（前年度：延 ３７２人、派遣 ２９９人） 

  ・優勝種目 １種目（前年度：３種目） 

  ・成績 総合５位（前年度：総合３位） 

○ 

印旛郡市民

体育大会事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（スポーツ振興課） 

５ 

○体育協会の育成支援 

 ★補助金の交付 

 ☆補助金の交付により体育協会育成活動を支援 

 ★加盟競技団体が実施する大会等の支援 

 ☆体育協会主催大会 １９回（前年度：１９回） 

  ・体育協会理事会開催数 ７回（前年度：７回） 

○ 

体育協会事務

事業 

 

 

 

（スポーツ振興課） 
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【評価と課題】 

スポーツ普及促進事業については、子どもから成人まで幅広い世代を対象とした各

種スポーツ教室を開催し、各教室にはスポーツリーダーバンク登録指導者を講師とし

て活用するなど、気軽にスポーツを楽しめるきっかけ作りや、人材の活用を図った。 

 また、１０月８日（土）に開催した「体育の日の行事（スポーツｄｅ健康大作戦）」

では、スポーツ推進委員連絡協議会等の団体の協力を得て様々なプログラムを実施す

るとともに、トレーニングルームを含む総合公園体育館を無料開放することで、市民

にスポーツへの参加機会を提供することができた。しかしながら、スポーツリーダー

バンク登録指導者が減少していることから、指導者の確保と制度の周知に努める必要

がある。 

 総合型地域スポーツクラブ育成支援事業については、総合公園体育館を拠点に、総

合型スポーツクラブ四街道ＳＳＣの活動が安定して行われている。今後もさらに会員

の増加に努め、より自立した運営に向けて支援していく。 

 ガス灯ロードレース大会事業については、市内外から３，６４６人の申し込みを受

け、多くの市民の協力を得て１１月２０日（日）に開催し、盛会裏に終えることがで

きた。次回に向け、より魅力ある大会となるよう取り組む必要がある。 

 印旛郡市民体育大会事業については、市の代表選手を各競技に派遣し、当市の競技

力の向上とスポーツを通じて他市町との交流を深めることができた。今後もスポーツ

を推進していくために継続的に市代表選手を支援し、さらなる競技力の向上に努める

必要がある。 

 体育協会事務事業については、加盟競技団体とともに各種の市民大会、スポーツ教

室等一年を通して開催し、市民のスポーツ活動を支援することができた。今後も継続

して主催団体への支援に努める必要がある。 
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３．高等教育機関等との連携と地域人材の育成・活用の推進 

 

《施策の主題》高等教育機関等と連携した学習機会の提供 

 大学等の高等教育機関と連携し、高度な知識・技術を習得する学習機会を提供しま

す。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○高等教育機関との連携 

 ★市民大学講座（専門課程）８講座 

 ☆受講者 ２５人 修了者１６人うち皆勤５人 

  出席率 ７５．０％ 

共催：愛国学園大学 

○ 

市民大学講座

事業 

 

 

（社会教育課） 

２ 

○高等教育機関との連携 

 ★大学でのパソコン講習会の実施 

 ☆受講者 ５５人 

  出席率 １００．０％ 

共催：東京情報大学 

◎ 

公民館主催

事業 

 

 

（社会教育課） 

【評価と課題】 

 市民大学講座事業ついては、愛国学園大学との連携により、市民に専門的知識を習

得する学習機会を提供することができた。また、アンケートでは９４.０％の受講者

が次年度の受講を希望しており、受講者にとって満足度が高い講座であったことがわ

かった。しかし、市民の高度で専門的な学習要望が多様化するなか、受講者数の増加

につながるカリキュラム内容の選定は難しくなっており、年により受講者数に増減が

ある。 

公民館主催事業ついては、東京情報大学との連携により、市民にパソコンの使い方

等を習得する機会を提供することができた。 
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《施策の主題》地域における人材の育成・活用 

 市民の主体的な学習活動の推進やまちづくりへの参加などを通して、活動を推進す

る市民の人材の育成を図ります。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○学習活動の推進とまちづくりを担う人材の育成 

 ★市民大学講座（一般課程）１５講座 

 ☆受講者９７人 修了者８７人のうち皆勤２７人 

  出席率 ８５．０％ 

◎ 

市民大学講座

事業 

 

（社会教育課） 

２ 

○人材の育成・活用 

 ★生涯学習まちづくり出前講座 

 ☆講座メニュー 全６１講座 

実施件数 ７７件 受講者 ２，４９８人 

 ★生涯学習生きがいづくりアシスト事業の実施 

 ☆ボランティア講師登録者数 ４６人 

  事業実施件数 ３件 受講者 延７０人 

 ☆「アシスト事業１日体験講座」の実施 

   １１教室 受講者 １０４人 

○広報活動の充実 

 ★市政だより、ホームページ等のさらなる活用 

 ☆「まなびぃガイドブック」の市ホームページ掲

載及び製本版３００部発行 

 ★チラシの作成 

 ☆「アシスト事業１日体験講座」チラシを自治回

覧配布及び庁舎、市内文化公共施設への配架 

○ 

生涯学習推進

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 
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【評価と課題】 

市民大学講座事業では、教育と福祉をメインにカリキュラムを構成し、まちづくり

に貢献できる人材育成のため、講座終了後には講座に関連した市民活動の紹介を加え、 

学習したことを具現化できる機会を提供した。 

 最終回に配布したアンケートでは、回収率約６３％のうち、「市民活動紹介が役立

った」と答えた受講生は約８０％であった。しかしながら、「加入もしくは問い合わ

せ」を行った受講生は、「考え中」を含め３６％にとどまった結果を受け、人材育成

に重点を置いたカリキュラムの検討を行う。 

生涯学習推進事業の生涯学習まちづくり出前講座については、市職員が講師となり、

市民の学習活動支援と市政への理解を図った。また、市民のニーズに沿ったメニュー

構成に努めた結果、講座数が前年度に比べ６講座増え全６１講座となり、講座の実施

件数も２９件増え、受講者は約１.５倍に増えた。 

生涯学習生きがいづくりアシスト事業については、事業の実施を通して、市民の「教

えたい」と「学びたい」をつなぎ、「教えたい」市民をボランティア講師として登録

し、「学びたい」市民へ紹介することができた。 

２８年度、ボランティア講師の登録更新調査をしたところ、高齢を理由とする辞退

者が増え、講師登録数が減った。 

アシスト事業１日体験講座については、事業を積極的に周知することで、受講者が

前年度同様に１００人を超え、市民に学習機会を提供することができた。 

「まなびぃガイドブック」については、ホームページに掲載し、市民への講座・施

設等の生涯学習関連情報を提供した。また、インターネットに接続できない人のため

に、障害者就労支援施設に依頼して製本版３００部を印刷し、市内の公共施設へ配架

することができた。 
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基本方針５ 

「豊かな自然や先人の創り上げた伝統文化を受け継ぎ、新しい文化を創造する市民

活動を支援します」 

 

（主な施策と事業） 

１．豊かな自然を大切に思う心の醸成 

 

《施策の主題》“ふるさと四街道”の学習（自然環境） 

四街道の自然を守る心を育てる学習を推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○“ふるさと四街道”についての学習支援 

 ★校外学習の支援 

 ☆学習に役立つ資料の提供、関係機関との連絡調整 

 ★社会科副読本「わたしたちの四街道」の刊行 

 ☆次期学習指導要領を踏まえた大幅な改訂 

☆小学校３年生に配付 

 ★小学校３、４年生が現地学習を行うためのバス 

の借り上げ 

 ☆バス借り上げ台数 ４８台（全校） 

◎ 

地域学習支援

事業 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

地域学習支援事業については、社会科副読本編集委員による会議を年４回開催し、

副読本「わたしたちの四街道」について、次期学習指導要領を踏まえ大幅に改訂した。 

また、小学校３、４年生が現地学習を行うためのバスの借り上げを実施し、児童が

見学、体験を通して学ぶことができる場を設定することができた。 
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《施策の主題》食をとおしたふるさと四街道への愛着の醸成 

 地場産物の積極的な活用や子どもたちのアイデアを取り入れた給食の献立、様々な

食文化の学習等を通して、郷土を心のよりどころにする気持ちを養います。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○地場産物に関する研修 

 ★食育研修会（１回） 

 ☆１回（８月 教育研究会学校給食研究部との共催） 

◎ 

教職員研修

事業 

（指導課） 

２ 

○地場産物の活用 

 ★市内全校で梨の共同購入 １回 

 ☆１回 

 ★中学校区ごとに統一献立の実施 ３回 

 ☆３回 

 ★学校給食運営委員会(２回) 

 ☆２回（７月、２月） 

○食に対する関心と、ふるさとへの愛着の醸成を図る 

 ★親子料理教室 ２回 

 ☆３回（１２月） 

◎ 

学校給食管理

運営事業 

 

 

（指導課） 

共同調理場

運営事業 

 

 

（学校給食共同調理場） 

【評価と課題】 

教職員研修事業については、８月に教育研究会（学校給食研究部）と共催で教員、

栄養教諭、学校栄養職員を対象とした食育研修会を実施した。地場産の食品を生かし

た献立の工夫や、子どもたちの興味関心を高める手立てについて具体的な例をもとに

学ぶことができ、地場産物活用の実践についての研修を深めることができた。 

 学校給食管理運営事業については、学校給食運営委員会での助言を参考に、効果 

的な学校給食運営を図ることができた。また、２８年度も地産地消推進の一環として、 

本市産の野菜を使用した「四街道カレー」を全校で実施し、食べ物の大切さや生産者

に対する感謝の気持ちを育む取組ができた。 

共同調理場運営事業については、親子料理教室として、千代田中学校を会場に八木

原小学校、南小学校と合同で「千代田 kitchen」、吉岡小学校を会場に「吉岡 kitchen」、

大日小学校を会場に「大日 kitchen」を開催した。『地場産物を利用した給食メニュ

ーを作ろう』をテーマに、米、鶏卵、にんじん、長ねぎ、小松菜を使ったメニューで、

１６組４２人が参加し、地場産物を使用したことで、食に対しての関心が深まった。 
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２．伝統文化の継承の推進 

 

《施策の主題》“ふるさと四街道”の学習（伝統文化） 

 今も生きる伝統文化を受け継いでいこうとする心を育てる学習を推進します。 

 

《施策の主題》地域遺産の保護・保存と継承 

 歴史資料の収集、整理・分析及び保存を行うとともに、市内の文化財を活用した文

化財巡りなど学習機会の充実を図ります。また、地域に伝わる伝統文化や伝承行事な

ど、無形民俗文化財の保存・継承事業を支援します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○歴史民俗資料室の活用 

 ★活用例の提示 

 ☆市歴史民俗資料室を活用したモデル案を市内各 

  小学校に提示 

◎ 

地域学習支援

事業 

 

（指導課） 

２ 

○地域の文化財や歴史資料の活用 

 ★見学会・教室の開催 

（よつかいどう文化財散歩、子どもカイコ教室） 

 ☆よつかいどう文化財散歩（鹿渡・内黒田） 

  ２回 参加者１１５人 

 ☆子どもカイコ教室 ４回 

参加者１６２人（保護者含む） 

○文化財の保護管理 

 ★堀込城跡広場、物井古墳広場等 

 ☆堀込城跡広場の清掃・草刈業務 

☆物井古墳広場の草刈業務 

○伝統行事等の保存・継承支援 

 ★文化財保存事業補助金の交付 

 ☆伝統行事保存４団体への補助金交付 

  ・内黒田はだか参り保存会 

  ・和良比はだか祭り保存会 

  ・亀崎ばやし保存会 

  ・栗山ばやし保存会 

◎ 

文化財保護

管理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 
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３ 

○歴史民俗資料室の管理運営 

 ★社会科見学等の受入 

☆小学校３年生８校 ５６９人 

☆総合学習の時間「八木原貝塚現地見学授業」 

 １校 ６３人 

☆鹿放ケ丘ふれあいセンター開拓資料室の見学・利用 ５２２人 

 ★歴史民俗資料の管理 

 ☆歴史民俗整理員による収集・整理・保管作業  

○歴史民俗資料の活用 

 ★民具の貸出 

 ☆小学校１件 

 ★出前授業の実施 

 ☆民具の出前授業 小学校３年生６校 ４０４人 

☆祭りや文化財の出前授業 小学校３年生２校 ２１５人 

○ 

歴史民俗資料

施設整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

４ 

○埋蔵文化財包蔵地の保護 

 ★試掘調査 

 ☆２８件 

○市内遺跡調査 

★市内遺跡の発掘調査 

☆確認調査６件、本調査２件 

☆詳細遺跡分布調査（内黒田・物井・亀崎地区） 

★市内遺跡の整理及び報告書刊行 

☆２７年度市内遺跡発掘調査報告書刊行 

◎ 

埋蔵文化財

発掘調査事業 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

５ 

○歴史資料調査及び収集整理 

 ★歴史資料の収集 

 ☆中世～近現代３０件の収集・調査 

 ★古文書の解読・保存管理 

☆近藤家文書１５６６点の整理保存 

☆中台区有文書１３８点の整理保存 

☆篠崎家文書５５５点の整理保存 

☆萱橋区有文書７０点の整理保存 

☆屏風裏張り文書３１点の整理保存 

☆上記古文書の歴史的重要文書の一部解読 

 ★資料のデジタル化 

 ☆近現代写真・歴史公文書のデジタル化 

 ★史料目録の整理 

☆古文書５件目録入力終了 

★史料目録集の刊行 

  ☆史料目録集の編成作業（データの入力確認等） 

○ 

市史編さん

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 
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【評価と課題】 

地域学習支援事業では、市内各小学校に市歴史民俗資料室見学のモデル案を示し、

活用を呼びかけた。見学した学校は８校であったが、民具の出前授業を活用した学校

もあり、多くの小学校が市歴史民俗資料室を活用した社会科授業を行い、ふるさと四

街道に関する学習の充実を図ることができた。 

文化財保護管理事業については、資料の活用・普及を図り、地域の歴史・文化の継

承につなげることができた。「よつかいどう文化財散歩」を文化財ボランティアガイ

ドの会との共催により、鹿渡地区、内黒田地区の計２回開催し、多くの市民が参加し

た。また、「子どもカイコ教室」についても引き続き好評を得ることができた。堀込

城跡広場については清掃・草刈業務、物井古墳広場については草刈業務を行い、それ

ぞれ適正に管理することができた。 

歴史民俗資料施設整備事業については、市内小学校の学習活動（社会科見学）充実

のため、歴史民俗資料室が活用された。現在、八木原小学校のプレハブ施設を文化財

収蔵室・整理室・機織り作業室等として使用しているが、経年劣化による床部分の腐

食が著しいため、適宜補修し、有効に活用している。歴史民俗資料の活用については、

小学校に民具の貸出や出前授業を実施し、歴史民俗資料を体験する機会を提供するこ

とができた。今後は、全ての小学校が歴史民俗資料を活用できるよう資料整備と広報

に努める必要がある。 

埋蔵文化財発掘調査事業については、市内の開発行為に対し、法に基づく埋蔵文化

財包蔵地の保護が図れた。また、文化財の円滑な保護を行うため、遺跡の分布調査を

実施し、収集・整備を継続的に進める。 

市史編さん事業については、市史編さん協力員の協力により旧家の古文書整理を概

ね実施できた。また、市史編さん事業の基本的な方向性と計画を示し、今後の市史編

さんの骨格とするため、「市史編さん基本方針（２５か年計画）」を制定した。史料目

録集は所蔵者と調整する必要が生じたため、刊行には至らなかった。 
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３．新しい文化の創造 

 

《施策の主題》芸術文化活動の支援 

 市民文化芸術活動の向上や裾野の拡大を図り、本市の特徴を生かした新たな文化の

発見や創造につながる活動への支援を推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○市民文化祭の開催 

 ★実施行事数 ３５行事 

 ☆実施行事数 ３７行事（前年度：３４行事） 

 ★参加団体数 １７０団体 

 ☆参加団体数 １５５団体（前年度：１６９団体） 

 ★参加人数 ２５，０００人 

 ☆参加人数 ２８，８８０人 

  （前年度：２６，６２９人） 

◎ 

市民文化祭

事業 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

２ 

○市民による優れた公演・展覧会の開催 

 ★市民演劇公演の実施 

 ☆「クロスロード～運命をつなぐ四つ辻～」 

   入場者 約４４０人 

 ★郷土作家展の開催 

 ☆入場者 １，２７８人（前年度：１，４３２人） 

 ★子どもミュージカルの実施 

 ☆「眠りの森の美女」入場者 約５３０人 

◎ 

市民芸術公演

事業 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

３ 

○作品展示・発表の場の提供 

 ★市民ギャラリーの管理運営 

 ☆入場者 １７，７８９人 

 （前年度：１９，２３４人） 

○市民芸術文化活動団体の支援 

 ★芸術文化振興助成金の交付 

 ☆交付実績なし 

 ★芸術文化団体連絡協議会活動補助金の交付 

 ☆補助金の交付により芸術文化活動を支援 

○ 

芸術文化活動

支援事業 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 
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【評価と課題】 

 市民文化祭事業については、開催３５周年を記念した事業に取り組んだことにより、

参加者数は増加したが、団体数については、他のイベントと重複したこと等により減

少した。また、運営については参加団体の自主的な活動等により、安全に配慮した運

営を図ることができた。 

 市民芸術公演事業については、市民演劇公演及び子どもミュージカルを実施したこ

とにより、優れた芸術文化鑑賞の機会を市民に提供することができた。また、共催団

体と郷土作家展の開催に当たり、広報活動等について協力したことで、多くの市民が

郷土作品に対する興味や関心を持ち、芸術文化に触れる機会を得ることができた。 

 芸術文化活動支援事業については、市民が様々な芸術文化活動で学び、作り上げた

成果を展示し、発表する場を提供することができた。芸術文化振興助成金は、募集し

た結果、応募はあったが、交付対象までには至らなかった。今後は、多くの団体が助

成事業の申請を行うことができるよう、事業の一層の周知が必要である。  

市芸術文化団体連絡協議会の活動に対しては、補助金を交付することにより、市民

向けの体験学習や講習会について支援を図ることができた。 
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基本方針６ 

「家庭・学校・地域のもつ教育力を高め合い、三者が連携する体制づくりを進めま

す」 

 

（主な施策と事業） 

１．家庭の教育力の向上 

 

《施策の主題》家庭教育の支援 

 子育てに関する情報の提供、講座等による学習会や親子のふれあいの機会を設ける

など家庭教育の充実を図ります。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○家庭教育に関する講座の開催 

 ★子育て学習講座（全校） 

 ☆１７講座 参加者 １，６６２人 

      （前年度：１，６４９人） 

  ・小学校 １２校 参加者 ８１８人 

          （前年度：８１８人） 

  ・中学校  ５校 参加者 ８４４人 

          （前年度：８３１人） 

 ★地域・家庭教育学級 

 ☆９講座（３団体） 

  （前年度：１５講座（５団体）） 

  参加者 計 ２４９人 

 （前年度：１，４２０人） 

○ 

子育て学習

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

【評価と課題】 

子育て学習講座については、小中学校への入学を控えた児童の保護者を対象に全校

で実施することで、家庭教育の重要性を学ぶ機会を提供することができた。 

地域・家庭教育学級については、ＰＴＡと共同で開催し、家庭と地域の教育力を高

めるきっかけをつくることができたが、利用団体が前年度の５団体から３団体に減少

した。また、大規模な講座開催がなかったため、参加者数が大幅に減ったことから、

本事業のさらなる周知が必要である。 
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２．地域の教育力の向上 

 

《施策の主題》心豊かで健やかに育つ環境づくりの推進 

 地域の人々との協働によって、放課後や週末の子どもたちの安全・安心な居場所を

開設します。また補導委員による活動を通して、子どもたちが地域社会の中で心豊か

で健やかに育つ環境づくりを推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○青少年の健全育成 

 ★青少年問題協議会（１回） 

☆１回（５月） 

・第１回 青少年関係事業報告について 

       青少年事業計画について 

        青少年健全育成推進大会の実施について 

★青少年問題協議会小委員会（２回） 

☆小委員会２回（６月、２月） 

・第１回 青少年健全育成推進大会について 

  （功労者表彰等の選考等） 

・第２回 次年度青少年健全育成推進大会について 

   (講師等の選考） 

 ★青少年健全育成推進大会の開催 

☆青少年健全育成推進大会の実施（７月） 

 来場者 ７８６人 

・青少年健全育成功労表彰 

個人表彰 ６人 団体表彰 ２団体 

特別表彰 １団体 

・少年の主張 

 小学生 ２人 中学生 ２人 高校生 １人 

 盲学校 １人 

・記念講演及び大会宣言の採択  

 講師 金子耕弐氏（ラジオパーソナリティ/フ 

ァミリーアドバイザー） 

演題 「この時代の家庭と子育てに必要なこと」 

★青少年健全育成キャンペーンの実施 

☆市内にて青少年健全育成キャンペーンを実施 

（１カ所）     

・青少年健全育成推進大会参加者による啓発を

兼ねた行進 

◎ 

青少年健全

育成事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 
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２ 

○放課後子ども教室の開設 

 ★「あそびの城」  

 ☆参加人数 ７８８人  中央小 

（前年度：６３０人） 

 ★四街道地域子ども教室“まじゃりんこ” 

 ☆参加人数  ４６３人  文化センター 

（前年度：１，０１６人） 

 ★「出会い体験夢ひろば」  

 ☆参加人数 ６８６人 四街道四区自治会集会所 

（前年度：２４８人） 

 ★「にこにこ文庫さとの子会」  

 ☆参加人数 ６３３人 もねの里（代表者自宅） 

◎ 

放課後子ども

教室推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

３ 

○青少年体験活動実行委員会の支援 

 ★通学合宿の実施（全公民館） 

☆四街道公民館  参議院議員選挙のため中止 

  千代田公民館  参加者 １８人 

  旭公民館    参加者 １０人 

◎ 

青少年体験

活動事業 

 

 

（社会教育課） 

４ 

○青少年補導委員連絡協議会の支援 

 ★「愛の一声」活動（街頭補導 週２～３回） 

 ☆「愛の一声」活動としての街頭補導の実施 

  ・実施回数１４９回（前年度：１５０回） 

  ・声かけ人数５，８６５人（前年度：８，１１８人） 

★環境浄化活動（月２～３回） 

☆公園、通学路上の吸殻やゴミ拾いの実施 

 ・環境浄化活動数２７回（前年度：３０回） 

○ 

青少年育成

支援事業 

 

 

 

 

 

（青少年育成センター） 
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【評価と課題】 

青少年健全育成事業については、市・青少年問題協議会・教育委員会の主催により

青少年健全育成推進大会を開催した。キャンペーンについては、実施方法の見直しに

より効果的な啓発活動を行うことができた。 

 放課後子ども教室推進事業については、施設の開設期間等の変更により、利用人数

が減少したが、委託先を新規に１箇所開設し、子どもを見守り育てる場所を拡大する

ことができた。 

青少年体験活動事業については、通学合宿を青少年体験活動実行委員会との共催に

より実施したが、参議院議員選挙の投票所となった四街道公民館は中止となった。参

加者や保護者から、参加したことによって様々な面で成長できたとの感想が多数あが

っている。 

青少年育成支援事業については、青少年補導委員の「愛の一声」活動の浸透により、

街頭補導活動時の青少年の反応も良好な状況である。このことが非行の早期発見や未

然防止の一役を担っている。また、環境浄化については、有害ビラはほとんどなく、

駅前周辺を中心に吸い殻やゴミ拾いを実施し、環境の浄化が図られた。今後は青少年

の活動実態を十分把握した上で、環境浄化活動の実施範囲を拡大していくことを検討

していく。 
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《施策の主題》体験・交流活動等の場づくり 

 子どもたちがその年齢に応じた生活や社会の中で役立つ技能の取得などの体験活

動事業を推進します。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○「新成人のつどい」の開催 

（成人式実行委員会と共催） 

 ★新成人の参加率 ７５％以上 

☆新成人の参加率 ７７．５％  

参加者 ６８７人（前年度：６６８人） 

◎ 

成人式事業 

 

 

 

（社会教育課） 

２ 

○青少年相談員連絡協議会の支援 

 ★事業支援 

 ☆青少年育成活動を支援 

・青少年体験学習事業 

（梨園見学・ジャガイモ掘り） 

参加者 ２０人 

・青少年ユニカール大会  

参加者 ６７人（１８チーム）   

・青少年つなひき大会   

参加者１６８人（１３チーム） 

 ★補助金の交付 

 ☆補助金の交付により青少年育成活動を支援 

◎ 

地域青少年活動

活性化事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

３ 

○青少年育成関係団体の支援と補助金の交付 

 ★市子ども会育成連合会 

 ☆ジュニアリーダーの育成や、子ども会育成会の

講習会等を開催 

○印旛郡市子ども会育成連合会の活動支援 

 ★負担金の交付 

 ☆印旛郡市内のジュニアリーダーの育成や育成者

への講習会を実施するなど、印旛郡市子ども会

育成連合会活動を支援 

◎ 

青少年育成活動

支援事業 

 

 

 

 

 

 

（社会教育課） 

４ 

○青少年育成センターオープンスペースの開放 

 ★平日９時から１７時まで（会議時の使用を除く） 

 ☆利用可能時間の明確化によるオープンスペース 

の有効活用 

・利用者数７３５人（前年度：３９９人） 

 ★市政だよりや「一期一会」等を利用した周知 

 ☆利用者数拡充にむけた広報活動の実施 

◎ 

青少年育成

支援事業 

 

 

 

 

（青少年育成センター） 
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【評価と課題】 

成人式事業については、成人式実行委員（市内在住の有志１９歳１０人、２０歳８

人の構成）により成人式実行委員会が組織され、「成人のつどい」を企画から運営ま

で行った結果、多くの新成人が参加し成功裏に終えることができた。 

地域青少年活動活性化事業については、小学校等に広く周知をしたことにより、昨

年度より各事業に参加者を増やしたことで、青少年育成に効果を上げることができた。 

青少年育成活動支援事業については、子ども会育成連合会への補助金による支援を

することで、青少年育成活動が活性化された。 

 青少年育成事業については、市政だより、一期一会、市ホームページ等の広報活動

の効果により、オープンスペースの利用者数が昨年度に比べて倍に増加した。オープ

ンスペースが利用不可の場合、他の場所を紹介するなどの対応ができるように、他の

施設との連携に努めていく。 
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３．家庭・学校・地域の連携の推進 

 

《施策の主題》地域人材の活用による学校支援や地域づくり活動の推進 

 地域の協力を得て学校支援地域本部事業の一層の充実を図ります。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○地域人材の活用 

 ★学校支援コーディネーターの委嘱（１人） 

 ☆学校支援コーディネーターの委嘱（１人） 

 ★地域コーディネーターの委嘱（各校１人） 

 ☆地域コーディネーターの委嘱 

（各校１人 計１７人） 

 ★地域コーディネーター会議（２回） 

 ☆２回（５月、２月） 

  ・地域住民の学校支援活動 １，０２８回 

          （前年度：１，９０９回） 

 ★地域コーディネーターへの指導・助言 

 ☆学校支援推進会議において、事業説明及び指導･

助言 

○ 

学校支援地域

本部事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指導課） 

【評価と課題】 

学校支援地域本部事業については、各校の教育目標に沿って、学校・地域の実態に

応じ、地域コーディネーターが中心となって学習支援ボランティア、環境整備ボラン

ティア、交通安全指導ボランティア等を募集した。様々な場面において学校の教育活

動等を支援することができ、学校、地域、家庭の連携を強化することにつながった。

どの学校においてもボランティアの積極的な参加が図れるよう支援することが課題

である。 
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《施策の主題》地域ぐるみの安全体制の構築 

 子どもたちの登下校時の安全を見守る取り組みや体制を強化します。また、「こど

も１１０番の家」の協力軒数の増加に努め、犯罪抑止効果を高めます。 

 事 業 内 容 及 び 実 績 達成度 事務事業名 

１ 

○不審者情報の提供 

 ★「よめーる」による配信 

 ☆１６回配信 

 ★不審者出没地図の掲載（市ホームページ） 

 ☆市ホームページへ不審者情報と併せて掲載 

 ★教育関係機関への連絡（ＦＡＸ・緊急メール） 

 ☆不審者情報の迅速な配信 

  ・学校及び関係機関へ３２件配信（前年度：３８件） 

○ＰＴＡとの連携による「こども１１０番の家」活 

動の推進 

 ★協力家庭数の拡充 

 ☆ＰＴＡ活動の中での拡充及び商工会への協力依 

頼による拡充 

  ・協力家庭（店舗含む）数２,８７２戸 

（前年度：２,７７７戸） 

 ★児童生徒や協力家庭への対応の周知 

（対応訓練の実施） 

 ☆小中学校における協力家庭の位置の確認 

（和良比小学校での対応訓練の実施） 

○青色回転灯装着車両による巡回 

 ★不審者出没箇所への注意喚起 

 ☆不審者情報に対応した巡回の実施 

  ・巡回５６回（前年度：６６回） 

○青少年の深夜徘徊等の防止対策 

 ★コンビニエンスストア等への協力依頼 

 ☆補導委員と協力した依頼活動の実施 

◎ 

青少年育成

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（青少年育成センター） 

【評価と課題】 

不審者情報については、情報があった時点で四街道警察署と内容を十分に確認し、

教育関係機関に配信した。併せて注意喚起を目的に、不審者出没個所に青色回転灯装

着車両による巡回を実施した。また、市民への周知が必要なものについては、「よめ

ーる」の配信とともに市ホームページへの掲載を行った。 

 「こども１１０番の家」については、協力家庭の拡充を図るとともに和良比小学校

において対応訓練を実施した。また、対応訓練実施計画案を各小中学校に配布するこ

とで、訓練の実施を推進した。 
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Ⅴ 学識経験者による意見 

 

２８年度分教育委員会の事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価に当たって、

客観性、公平性を確保するため、学識経験者の意見を聞きました。この意見は、今年度の事

業及び来年度以降の事業の実施に当たり、検討・参考とすべきものであり、学識経験者の知

見の活用を図っています。 

 

 

☆田村 孝（たむら たかし） 氏 

                          敬愛大学国際学部 教授 

 

【はじめに】 

 28 年度においても、本市においては、学校、地域社会、家庭を含んだ多彩な教育

活動が展開された。千葉市に隣接する本市は、都会的な性格を保ちつつも、里山や田

畑などの貴重な自然を残す地域も広範に存在し、都市的環境と田園的環境とが共存す

る、児童・生徒の育成にとって好条件のそろった都市といえよう。 

 しかしながら、少子高齢化現象は市内の大規模団地の住民状況を見ても、着実に本

市において進行しつつあり、子どもたちも内にこもりがちでゲームや各種の電子機器

に取り囲まれ、SNS 等の被害に遭う可能性もなしとしない。また、いじめをめぐる

諸問題も、他県他市においてはマスコミに報道されるような深刻な事態が生じており、

けっして本市には関係のない他人事と目をそらすわけにはいかない。 

 本年 3 月には、小中学校に関する新たな「学習指導要領」が発表され、31 年度か

ら順次学校種ごとにこれに則った授業展開がなされることになっている。そこにおい

ては、（1）知識及び技能の習得、（2）思考力・判断力・表現力の育成、（3）学びに

向かう力、人間性等の涵養、の 3 点が謳われており、あわせて「特別な教科」として

「道徳科」教育の深化、各種体験活動・鑑賞等を通じた創造性の涵養、ICT 機器を活

用した学習教育の充実など、従来の方向をいっそう発展させることが要求されている。 

学校、地域、家庭は今後このような社会の多様な要求に応えて、児童・生徒の育成に

当たらなければならず、前途は必ずしも容易ではない。 

しかしながら、教育とは短期間の効果を狙うものであってはならず、長い目で見た

児童・生徒の育成を企図しつつ、日々の課題を解決し取り組むべき営為でなければな

らない。そのような観点からあらためて本報告書を読むと関係者の地道な努力が伝わ

ってくる。以下において、基本方針の１から６までを順を追って、その施策と課題等

について所見を述べることとしたい。 

 

基本方針１ 

 「豊かな感性を育み、強い心で正義を尊ぶ、たくましい子を育てます」 

1. 校内授業研究会における指導主事等による指導・助言の回数がこの 3 年間連続し

て減少している(p.6)。昨年度も指摘したが、これは指導・助言の効果が上がったか
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らなのか、他の要因によるのかが、本報告書からは読み取れない。さらに指導・助

言の内容が「言語活動を充実させるため」「児童生徒個々の思考を深めるため」と

いうやや抽象的な文言に終始している印象を受けた。27 年度の評価報告書には、指

導の結果、「児童生徒がアクティブ・ラーニングを意識した主体的に学ぶ授業展開

に努める姿が見られた」とその効果まで記載されているが、本報告書にもこのよう

な具体的な効果に関する記述があるとなおよかったと思われる。 

2. キャリア教育に関して(p.6)、小学校においては参加校および協力事業所ともに減

少しているが、新たに講話・体験が設けられ、活動そのものが質を変えて継続され

ていることは喜ばしい。 

被爆地長崎に 10 人の生徒が派遣されていることも核兵器廃絶宣言都市である本

市にふさわしい活動であろう。今後の継続を望みたい。 

3. 読書活動の推進に関しては(p.8)、この 3 年間ほど連続して○の評価である。そろ

そろ◎を達成する時期に来ているのではないだろうか。朝日新聞 2017 年 2 月 24 日

付朝刊 37 頁には、「大学生の読書時間 1 日 0 分が約 50％に上る」という記事が出

ている。学生の読解力が近年著しく低下しつつあることは私自身が日常体験してい

るところでもあり、読書の面白さは小学生の内から体験しないと大人になってから

では難しいように思う。関係者のいっそうのご努力を期待したい。 

4. 教育相談体制支援事業に関しては(p.10)、スクールカウンセラーの 1 名増員が実

現したようであるが、まだ小中学校の全校に一人の配置にはなっていないようであ

る。引き続き増員を企図していただきたい。なお、児童生徒を対象にした相談活動

が前年の 573 件から 768 件に増加している。家庭環境や社会の変化など児童生徒を

取り巻く状況が大きく変わる中で子どもたちも自分の居場所を見つけるのに苦労

している。引き続き手厚い相談体制を維持していただきたい。そのような中で、不

登校生徒数が 2 年連続で 50 人台にとどまっている（3 年前は 76 名）のは関係者の

ご努力のたまものであろうか。また、「評価と課題」（p.13）には「学校へ復帰（一

部復帰を含む）できる児童生徒が増えた」という文言もあり、効果のほどをうかが

わせている。 

5. いじめの認知件数がこの 3 年間増加傾向にあるのが気がかりである(p.12)。救い

は解消した件がほとんどであることであろう。関係者のご努力を多としたい。 

6. こどもの体力向上に関して(p.14)。2020 年には東京オリンピック・パラリンピッ

クを控え、県民の間にもスポーツに対する意識がいっそう高まると思われる。室内

でゲームに興じる傾向の強い小中学生には、ぜひこれを機会にスポーツに取り組ん

でほしいと思う。さらに小中学校の部活動指導にその道の専門家を派遣しているこ

とは高く評価できる。近年問題視されている部活動指導に伴う教職員の長時間労働

解消のためにも、またスポーツを好む熱心な児童生徒のためにも、科学的な知見に

そって合理的な指導のできる専門家を今後も派遣していただきたい。そのような人

材の確保と人件費等の財源確保が今後の課題となろう。来年度は、この「たくまし

い子どもの育成」の達成度評価が◎になることを願っている。 

7. ひとりひとりが輝く特別支援教育の推進に関して(p.19)。28 年度の『点検・評価

報告書』はこの部分の評価は○が 2 個であったが、今年度のそれには○と◎となり、
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前進的な評価となっていることは積極的に評価できる。ただし、「評価と課題」の

文章では、28 年度版(p.16)には「インクルーシブ教育システム構築の必要性が増し

ている」という指摘があるが、今年度の版にはこのシステムの構築に向けてどのよ

うな取り組みがなされたのか、あるいは必要性を認めつつも取り組みはなされなか

ったのかの言及がない。近年の特別支援教育における重要課題であるので、本市に

おいてどのような進捗状況にあるのか一言あってしかるべきだったのではないだ

ろうか。 

 

基本方針２ 

 「確かな学力を身につけた子どもを育てます」 

1. 少人数学級推進教員の配置(p.20)は、昨年度の『点検・評価報告書』に引き続き、

計画通りに行われている。それでも世界的に見れば、北欧諸国に比して１学級の児

童生徒数はまだ多く、さらなる努力が必要かと思われる。一時期視察団が押し寄せ

たフィンランドのある教師はひとクラス 20 人を越えると児童の把握と指導は困難

であると言っている。以って銘すべきであろう。もっともこれは国（文部科学省）

の課題であるが。 

2. 教職員の授業力の向上(p.21)は、新たな「学習指導要領」の改定と相まって、き

わめて重要課題である。特に「教科」としての「外国語」（英語）が導入されるこ

とになると、とくに高学年担当教師はいやでも外国語と向き合わなければならない。

千葉大学教育学部附属教員養成開発センターでは、文科省の資金を獲得して今後 3

年間で現職小学校教員のなかから全県で 60 名程度を対象に中学英語の二種免許状

の習得講座を開催する予定だという。教科指導力の養成のために、これらの催しに

積極的な参加が望まれよう。このほかアクティブ・ラーニング、道徳教育指導、コ

ンピュータ・プログラミングなど新企画が目白押しである。この部分の達成度が 29

年度の『点検・評価報告書』では○（28 年度は◎）に後退しているのは気がかりで

ある。次年度はぜひ◎に返り咲いてほしい。 

3. 問題解決的な学習及び体験的な学習の充実(p.23)では、その【評価と課題】にお

いて「めあての明確化、問題意識を高める導入の工夫、主体的、協働的な学習活動

の 3 つの視点を中心に、具体的に指導・助言」を行い、「児童生徒が主体的に活動

する姿が多く見られるようになってきた」と書かれているが、どのような具体的な

指導をした結果、生徒の主体性が引き出せたのかが書かれていないので、達成度が

○でよいのかどうかの判断が評者にはつきかねる。授業展開は教師にとって最も重

要な仕事なので、もう少しこの部分は具体的に掘り下げて書かれるべきなのではな

いかと思われる。 

4. 夢を育む教育の推進(p.25)では、ふたたびキャリア教育が取り上げられており、

事業内容及び実績は 6 頁に書かれている「キャリア教育の支援」と同一である。25

頁の評価が 6 頁の評価と◎で一致していることはよいのだが（昨年度の『点検・評

価報告書』では一致していなかった）、同じ内容を再度記載することには少々疑問

を感じる。「夢を育む教育の推進」とはそもそもキャリア教育だけに限定されるの

か、それとも何か別の分野の教育がありうるのかが問われるべきではないだろうか。
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私見では、各種の芸術鑑賞・スポーツ観戦などの校外学習企画をここに入れてもよ

いのではないかと思う。 

5. 外国語教育と情報教育の推進(p.26~27)は喫緊の課題である。外国語教育に関して

は、英検 3 級以上の取得率が減少し、外国語指導助手への指導・助言回数が増えた

こと以外はほぼ例年並みの実績である。ここはぜひとも来年度は◎にしてほしい。

ALT の人数や授業回数を大幅に増やすなどの工夫をして、「読み、書き、聴き、話

す」という 4 技能の習得に向けた努力が必要かと思われる。財政負担をともなうの

で一朝一夕には実現しないであろうが、少なくともそのような方向性をもって計画

を立てるべきかと思う。情報教育に関しては、児童生徒が機器に習熟することは無

論であるが、スマートフォンやタブレットを用いた SNS の利用が思わぬトラブル

を生むことを教職員対象だけではなく、児童生徒にも教えるような情報モラル教育

研修会を、外部識者を招いてでも実施すべきである。 

6. 子どもたちの学びを支える支援(p.29)は、28 年度の『点検・評価報告書』より項

目が増え、三部門とも◎になったことは喜ばしい。細かいことであるが、前年度の

報告書(p.26)に記載されていた遠距離通学児童生徒のバス通学費の助成が記載され

ていないが、対象の児童生徒は卒業してしまったのだろうか。 

 

基本方針３ 

 「教師と子どもが深い信頼関係で結ばれた学校づくりを進めます」 

1. 教職員の資質能力向上(p.30)のための施策は、近年の文科省の方針にある「生涯

学び続ける教師の育成」にもあるとおり、教師のよって立つ基本である。その意味

では、市教委主催研修会が 14 講座 19 回開かれ、延べ 506 人の教師が参加したこと

は大いに評価できる。内容は多岐にわたっており、参加者の 92.6％が「ためになっ

た」とアンケートに応えていることも心強い。この企画は、昨年度の『点検・評価

報告書』に記載がない(p.27)ので、新たに企画されたものだろうか。今後も継続さ

れることが望ましい。 

2. 教職員のメンタルヘルスケアの促進に関して(p.32)、健康相談のおよその概要と

件数の表示があるとよかったのではないだろうか。近年の学校現場では、教職員の

多忙が言われ、また保護者対応なども以前とは大きく変わっている。心の病にかか

る前に十分なケアが可能になる体制を作っておくことが望ましいと思われる。 

3. 学校と地域との連携の必要性が言われて久しい。近年では地震、竜巻、大雨洪水、

山崩れなど異常気象による大規模災害が各地で頻発している。幸いなことに本市で

はまだ大事を経験していないとはいえ、開かれた学校づくり(p.33)と防災教育(p.35)

とを合わせて、大規模地震などを想定した避難訓練を校内だけでなく、地域の自治

会などと合同で行うなどの企画もあってよいと思う。多くの学校は地域の避難所に

も指定されており、いざという時のためにも地域住民との災害時連携の訓練なども

できるとよい。 

4. 施設設備の充実(p.37)では、細かいことではあるが、トイレの洋式便器への改修

工事が始まったことは、快適な学校づくりにとっては朗報であろう。 
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基本方針４ 

 「自己実現を目指す市民の学習・スポーツ活動を支援します」 

1. 図書館の利用の推進に関して(p.41)。昨年の評価でも指摘しておいたが、3 年前

まで公表されていた貸出冊数の総計の数字が 2 年連続で記載されていない。本市の

図書館は、館内共通の閲覧スペースが狭く、館内での利用をあまり想定していない

ように見受けられる。であるならば、1 年間の総貸出冊数は、図書館が市民に利用

されているのか否かのバロメーターになるのではないだろうか。評価項目は毎年の

連続性がないと継続した利用状況や活動状況を把握することは困難である。ぜひと

も来年度は復活してほしい。 

2. なお、41～42 頁の事業内容及び実績の達成度が、いずれも○2 個となっているが、

前年度の実績と比べてもそれほど劣っているとは思えない。さらに「えんぴつルー

ム」なる自習室が開かれ、小中高校生を対象とした夏休みなどの長期休暇中の利用

の促進も新たに図られてもいる。しかるに前年度は◎であった達成度自己評価が○

になっているのは、なんとなく解せない思いである。【評価と課題】(p.43)において

も、前年比のマイナス評価として、小中学校への定期訪問が目標に達しなかったこ

とが反省点として述べられているが、これだけで 2 項目とも評価を一段階下げる必

要はないようにも思われた。 

3．活力あるスポーツ活動の支援（p.46）では、スポーツリーダーバンクへの登録者

数が前年度 37 名から 26 名に減少している。これらのリーダーがどのような場所

で活動するのかの記述がないが、将来的には小中学校などでの部活指導にあたれる

ようになるとよいと思われる。現在問題となっている、自分で経験したことのない

スポーツ部を、他に適任者がいないという理由で顧問として任されている教員の負

担軽減になるであろう。もっとも先述のように財政的な補助や事故や怪我といった

事態の責任の所在など、詰めるべき課題は山積みしており、本市だけで解決できる

問題ではないかもしれないが、検討されてしかるべきではないか。 

4．地域における人材の育成・活用(p.50)では、生涯学習まちづくり出前講座が前年

度より増えており（55 講座→61 講座）、また受講者数も 1,949 人から 2,498 人と

大幅に増加している。そのほかのこの欄の事業も前年度並みであるので、本欄の評

価は◎でもよかったのではないかと思う。引き続きご努力いただきたい。 

 

基本方針５ 

 「豊かな自然や先人の創り上げた伝統文化を受け継ぎ、新しい文化を創造す

る市民活動を支援します」 

１．歴史民俗資料を社会科教育にどのように生かすのかについて(p.54~ 55) 一言述

べておきたい。歴史教育において昔のモノを子どもたちに提示することは、歴史を

身近に感じるうえで、きわめて有効的である。火鉢、五徳、消壷、はたき、たらい、

洗濯板などが身の回りから消えたため、現代の子どもたちはつい 50 年ほど前まで

日常生活に使われていた道具を、写真や挿絵でしか認識できない。石炭なるものを

見たことも触ったこともなく、着火の方法も知らない現代の学生たちに、産業革命

について講義をしても共感を得ることはむずかしい。その意味では、鹿放ケ丘ふれ
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あいセンター開拓史料室の見学・利用者数が前年度の 1,525 人から 522 人に激減

していることは、やや憂慮すべきではないかと思われる。本市の「開拓地」という

バス停の名称などから、いつ頃どんな人たちが入植したのかなど具体的に本市の歴

史を学ばせ、また佐倉市の歴史民俗博物館見学なども積極的に取り入れた、歴史を

モノから体感させるような教育をぜひとも活性化させていただきたい。 

 

基本方針６ 

 「家庭・学校・地域のもつ教育力を高めあい、三者が連携する体制づくりを

進めます」 

1．家庭教育の支援について（p.59）。地域・家庭教育学級が前年度の 15 講座から 9

講座に減ったため、参加者数も 1,420 人から 249 人に激減している。【評価と課題】

には「大規模な講座開催がなかったため」と現象だけしか指摘されていないが、こ

こではなぜ開催されなかったのかの原因まで記述されるべきではないだろうか。そ

うでないと大規模講座の開催をどのようにしたら再開できるのか、また再開しない

ならば、それに代わる有効な手段があるのか否かなど、今後どのように企画すべき

かの方策が生まれてこないであろう。 

2．前年度には記載されていた、経済的理由による就学困難な児童生徒の保護者に対

する学用品費、給食費等の援助という項目が、今年度の『点検・評価報告書』には

見当たらない(p.59)。これは廃止されたのだろうか。世帯の経済的な格差が進行し

ている現在、この措置は継続されてしかるべきではないか。それとも他の方法で代

替措置が取られたのだろうか。もしそうであれば、その旨が一言あってしかるべき

だと思われる。 

3．青少年健全育成指導や放課後子ども教室の開設など（p.60~61）、例年通り多彩に

繰り広げられている。参加人数などに多少の増減はあるが、活発に行われているこ

とがわかる。この数年間で急速に宅地化された「もねの里」地区で新たに放課後子

ども教室が開設されたことは喜ぶべきことであろう。子どもに限らず、青少年も学

校、職場、地域などで総合的に見守ってゆく体制を今後も続けてほしい。 

 

むすび 

 28 年度における本市の教育活動は、『四街道市教育振興基本計画』にもとづき、そ

れぞれの部門ごとに前年度の諸活動を継承・発展させている様子がうかがわれた。

2017 年 7 月、来年に予定視されている衆議院選挙の前哨戦として位置付けられてい

た東京都議選挙では、第一党であった自民党が凋落し、今後の日本の政治状況がどの

ように展開するのか予測がつかない。文科省関係では、森友学園、加計学園問題をめ

ぐって文部科学行政にゆがみが生じたという疑惑も指摘されている。世界に目を向け

ると、シリアにおいてはいわゆる「イスラム国家 IS 」がかなりの程度追い詰められ、

テロは中東、ヨーロッパに拡散しつつある。フランスではマクロン大統領が選出され、

仏独の主導する EU の枠組みがからくも存続することとなったが、アメリカのトラン

プ大統領は「アメリカ第一主義」を唱え、国際協調の枠組みから一歩後退するかの感

がある。パリ協定からの離脱を公式に宣言したことは、そのあらわれでもあろう。今
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後の世界の行方は混とんとしており、グロ－バリゼイションの波のなかで世界は大き

な変わり目を迎えているともいえよう。こうした時代を迎える児童生徒たちは新しい

世界秩序の構築を目指す世界の一員としての活躍が望まれる。本市における教育もそ

のような大きな視野の中で、個別具体的な案件に地道に取り組む必要があると思われ

る。 

今後の各位のご努力をいっそう祈念するところです。 

 

 

 

☆江﨑 俊夫（えざき としお）氏 

              明治学院大学 社会学部 社会福祉学科 特命教授 

 

＜はじめに＞ 

 本市が 25 年 3 月に「明日を切り拓く、心豊かでたくましい人づくり」を基本理

念とする教育振興基本計画を策定し、その実現に取り組んで 28 年度で四年目とな

る。 

 本稿では、29 年度が目標年度である本計画に沿って実施された各施策と事業の

各項目について、内部評価を踏まえ、意見を述べる。 

 

 

【基本方針１】 

豊かな感性を育み、強い心で正義を尊ぶ、たくましい子どもを育てます 

１ 豊かな感性を育む教育の推進 

（教職員研修事業） 

 校内授業研究会で指導主事が講師として出向き、指導回数について年度を追ってみ

ると、25 年度 94 回、26 年度 86 回、27 年度 74 回、28 年度 67 回である。28 年度

は 25 年度の約 7 割で減少している。もちろん回数が多ければよいということではな

いが、研修は教員の義務であることから、学校の要望を踏まえながら指導主事を派遣

していただきたい。 

 また、学校訪問による指導は、昨年度と同じ平均 7.9 回で、28 年度も目標を上回

って実施されたことは評価したい。 

 従来から学校が抱えている教育課題はもちろん、今後は特に新学習指導要領への対

応について十分な研修が必要で、専門的な立場からの指導・助言が必要な場面が多く

あると思われる。今後とも可能な限り指導・助言ができるような体制をとっていただ

きたい。 

（キャリア教育推進事業） 

キャリア教育とは、「一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能

力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育」（中央教育審議会答申）

と定義される。簡単に言うと、自立への準備段階の学習である。ただ単に職場見学・

体験を実施すればよいというものではなく、体験から学び取ることが求められる。し
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たがって、事前事後指導が極めて重要で、グループワークなどによってしっかりと取

り組んでいただきたい。 

自己評価にもあるように、小中一貫教育の視点からのアプローチをしつつ、今後も

各学校の職場見学・職場体験の円滑な実施に向けて十分な調整を図り、充実させてい

ただきたい。 

また、被爆地への生徒の派遣については、27 年度は広島、28 年度は長崎である。

派遣された 10 名の生徒の学習成果は報告会等により還元され、子どもたちの啓発に

役立っていると聞く。「核兵器廃絶平和都市宣言」を行った市として、予算等の制約

があると思われるが、継続実施してもらいたい。 

（読書活動活性化支援事業） 

学校図書標準冊数率 100%を達成した中学校が 1 校増え、14 校となった。蔵書冊数

については、市全体で 110％を超えているが、小学校 2 校、中学校 1 校については、

未整備となっている。是非次年度は蔵書増を図り 100%を達成してもらいたい。また、

学校図書館での一人当たりの年間貸し出し冊数は、小学校では前年度よりやや減少し

たが、中学校では増加している。市立図書館や公民館等と連携を行いながら、読書活

動推進計画（第三次）に沿って読書活動を継続的に進めていってもらいたい。 

 「読書で拓く子どもの未来」という市のスローガンのとおり、読書は子どもたちに

とって成長に欠かせないものである。本事業の充実を望む。 

 

２ 強い心と正義感の育成 

（教職員研修事業） 

 「命の教育」については各校で道徳の時間での授業、講演会の実施等により取り組

んでいる。こうした活動の中に、アクティブラーニングを取り入れて、自らが考える

機会を数多く設定してほしい。また、通常の授業のほか日常の様々な場面で、「思い

やる心」や「強い心」の醸成につながる、子どもへの働きかけに努めていいただきた

い。 

（教育相談体制支援事業） 

 文科省実施の「H27 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

によると、千葉県における不登校児童生徒数は、小学校 1,233 人・0.39%（前年度

1,158 人・0.36%）、中学校 4,160 人・2.69%（同 3,963 人・2.56%）で、前年度より

実数も比率も増えている。 

本市では、実数は小学校で増、中学校で減となっている。毎年度減少させるのが理

想ではあるが、家庭や学校を取り巻く環境は変化しており、対応が難しい課題である。

市においてもスクールカウンセラーの配置、学校と「ルームよつば」等の関係機関と

の連携などの取組を継続的に実施している。子どもによって学校への復帰がベストで

あるとは言えないが、復帰した児童生徒が増えたことは、一つの成果であると考える。

日々ご苦労されている担当の方々に感謝する。 

また、電話相談、来所相談などの相談事業は、問題を抱えた児童生徒、保護者にと

って、心のよりどころになる事業である。件数の増減にかかわらず、より円滑な運営

ができるよう行政の支援をお願いしたい。 
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千葉県の義務教育での 27 年度のいじめ認知件数は、小学校 22,537 件（前年度

19,410 件）、中学校 6,499 件（同 6,180 件）で、小中学校とも前年度と比較して大幅

に増加している。本市においても同様な傾向があり、特に、小学校のここ 3 年間の推

移は、31 件→51件→75件と増加している。 

いじめは、年々巧妙化・陰湿化していると言われ、特にＳＮＳを使ったネット上の

いじめは、表面化しにくく、学校や家庭が気づかないことが多い。内閣府で 28 年に

実施した調査によると、スマホ所有率は小学生 27.0％、中学生 51.7％である。今後

の所有率は増加することはあっても減少することはないと考えられる。スマホの普及

とともに、いじめが見にくくなってきていると考えられることから、子どもたちの生

活の様子をこまめに観察し、サインを見逃さないことが重要である。また、解消した

とされるケースでも、家庭との緊密な協力のもと、継続的な観察が必要である。啓発

事業である「いじめ撲滅キャンペーン」の実施とともに、「四街道市いじめ防止基本

方針」にしたがって、いじめが認知された場合は、組織的で迅速な対応をお願いした

い。 

なお、本報告書には記述がないが、小学校における暴力行為が問題視されている。

中学校が減少している一方で小学校は増加している状況にあって、27 年度の千葉県

における件数は 1,443 件で，前年度の 1,062 件より 381 件増加している。心配され

る状況にある。いじめと暴力行為は関係していることもあり、小学校でのきめ細かな

対応が求められる。 

（青少年育成支援事業） 

 学業不振、友人関係、家庭環境、いじめ、虐待、貧困、発達障害などである。学校

の対応だけでは限界がある。スクールカウンセラー、ソーシャルワーカーの役割は日

に日に重要になってきている。スクールカウンセラーについては、配置の充実が図ら

れたことは、大いに評価できる。ソーシャルワーカーについては、医療分野ではすで

に多くの総合病院に配置されており、患者からの様々な相談に応え、成果を上げてい

ると聞く。教育分野でも関係機関との連絡・調整の役割を担っており、カウンセラー

だけでは対応困難な、貧困はじめ様々な問題を抱える子ども・保護者を総合的に支援

することが可能になる。相談件数は昨年の 85 件から 53 件に減少はしたが、ソーシ

ャルワーカー1 名では十分な対応ができるのであろうかと心配する。財政が厳しい中

ではあるが、是非ともソーシャルワーカーの増員をお願いしたい。 

 

３ たくましい子どもの育成 

（学校体育振興事業） 

ラジオ体操は昨年度の 14 校から全校実施となり、望ましい形になった。今後も全

校実施を続けてほしい。 

また、運動能力証の交付率については、このところ 30%前後で推移している。28

年度は、前年と比較して小学校では増加したが、中学校では減少した。29 年度の目

標にできるだけ近づけるよう、取組を強化してもらいたい。 

部活動等への指導者派遣については、継続的な取組により成果を上げていると考え

られる。派遣種目の拡充及び新たな人材発掘が課題である。 
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今後とも指導力向上のための研修を継続的に実施するとともに、指導者派遣のため

の予算の確保、広報の充実をお願いしたい。 

（学校保健安全事業） 

 「危険ドラッグ」使用者の低年齢化が懸念されている状況であることから、薬物乱

用防止教室の一層の内容充実を図っていただきたい。 

（学校給食管理運営事業） 

 給食の重要性はますます増している。今後とも学校給食運営委員会の意見等を踏ま

えながら、安心・安全でおいしい給食を提供していただきたい。 

（教職員研修事業） 

 「食に関する指導の指針」の配布、研修会、栄養士会での指導・助言、「弁当の日」

の実施など、積極的な活動を今後も継続していただきたい。 

 

４ 教育機関の連携推進 

（教職員研修事業） 

 幼保小連携教育研修会は、職員間のネットワークづくりにも効果があると考えられ

る。また、特別支援教育研修会は、発達障害の児童生徒の増加に対応して実施されて

いる。今後とも内容の充実を図ってほしい。 

（特別支援教育推進事業） 

発達障害や情緒障害と言われる障害のある子どもが増えている。特別支援学級に在

籍せず、通常学級に籍を置いている場合が少なくない。例えば発達障害（LD、ADHD、

高機能自閉症等）については、24 年に実施された文科省調査では、「全国の小中学

校の通常学級に発達障害のある児童生徒が約 6.5%在籍している可能性があり、その

数は増加傾向にある。」とされている。 

しかし、こうした状況にもかかわらず、専門的な知識・技能を持っている教員が不

足している。実際、文科省の全国統計によると、27 年度の特別支援学校の免許の保

有率は 74.3%（前年度 72.7%）で、小中学校の支援学級では 27 年度は 30.5%（前年

度も同数字）である。文科省でも「インクルーシブ教育システム構築のため、すべて

の教員は、特別支援教育に関する一定の知識・技能を有していることが求められる。

これについては、教員養成段階で身に付けることが適当であるが、現職教員について

は、研修の受講等により基礎的な知識・技能の向上を図る必要がある。」（文科省ホ

ームページより）と指摘している。今後は、研修はもちろんのこと、特別支援学校の

教員免許の取得をめざし、認定講習会の受講を奨励するなど、発達障害に関する専門

知識等を持った教員の育成を積極的に進める必要がある。 

（就学支援事業） 

 「教育支援委員会」は本人・保護者の意見を最大限尊重することを基本としている。

「障害者差別解消法」が施行され、「合理的配慮」が不可欠となった。 

できるだけ早期に一人一人の状況を十分把握し、ニーズに対応した適切な就学を支援

するとともに、入学後の一貫した支援の在り方等についても協議を重ねる必要がある。

今後とも保護者・本人の意向を尊重しながら、合意形成を丁寧に進めて行ってほしい。

そのためにはコーディネーターの一層の資質向上を図っていただきたい。 
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【基本方針２】 

確かな学力を身につけた子どもを育てます 

１ 魅力ある授業の推進 

（少人数学級推進事業） 

 前年度に引き続き、対象となるすべて学年に講師が配置できたことは大いに評価で

きる。今後の効果に期待したい。 

（教職員研修事業） 

 公開研究授業を実施した教員の割合が 91.6%、他校の研究授業を参観した教員の割

合が 84.5%ということだが、本来は 100%でなければいけないものである。校務等の

理由により参加が困難であったかもしれないが、次年度は 100%を目指していただき

たい。 

 また、「問題解決的な学習及び体験的な学習の充実」については、指導主事等によ

る指導・助言が行われている。新学習指導要領が 29 年 3 月に告示され、小学校は、

東京オリンピック・パラリンピックが開催される 32 年度から、中学校はその翌年か

ら本格実施すろことになっている。今後は、この指導要領に関する研修が増えていく

ものと想像する。アクティブラーニングと呼ばれる「主体的・対話的で深い学び」は、

子どもたちが主体になることから、予想もつかない様々な考え方、反応が生まれる。

そしてこれら一つ一つに教員が丁寧に対応しなければならない。ある程度展開の予測

ができる講義形式の授業とは違い、子どもたちの自由な議論は想定外の方向に向かう

こともある。しかし、子どもたちの考えを肯定的にとらえ、自分の考えを盛り込みな

がら授業を進めなければならない。当然ながらこれまでの教材研究では不十分となる。

教師としての専門的な教養だけではなく、一般的な教養が必要になる場合もある。や

はりここでも研修が必要になる。内部はもちろん外部の研修会・研究会、他校の授業

参観などへ、教員の積極的な参加を促していただきたい。 

 

２ 多様な学びの推進 

（小中一貫教育推進事業） 

 前年度の２校区に新たに２校区が加えられ、モデル校が４校区となった。 

今後も先進事例の調査研究を進めるとともに、本市のモデル校での実施状況を検証し、

利点や問題点を整理し、30 年度の完全実施につなげていただきたい。また、小中一

貫教育を円滑に進めるためには、小中学校間の連絡・調整役を担うコーディネーター

の養成が必須である。この点については京都市が進んでいると聞いている。是非他県

の取組を参考に研究を進めてほしい。 

（キャリア教育推進事業） 

 基本方針１でも述べたが、キャリア教育の重要性は高まっている。小学校では職場

見学より地域の方を招き、職業についての講話や体験活動が増えているということで

あるが、観点が、本来の職場見学・体験とは少し異なるものになるのではないだろう

か。受入先の確保が容易ではないことはわかるが、小学校の職場体験が全校で実施で

きるようにするとともに、発達段階に応じた活動を展開していただきたい。 
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（外国語指導助手派遣事業）（外国語教育推進事業） 

 新学習指導要領では、小学校 5、6 年生については「外国語活動」（英語）が教科

化され、3、4 年生も必修化となる。また、中学校では英語の授業は英語で実施する

ことが求められている。グローバル化は、すべての教科に関係があるが、まずは英語

力の養成を最優先で取り組まなければならない。 

 また、中学３年の英検３級以上の取得率が 29.1%に低下した。前年度が 40.2%であ

るから大幅減になっている。受験率は 64%で前年度と大きな変化はない。低下の原

因について検証をしておく必要があると考える。 

今後も研修等による教員の力量の向上を図るとともに、ALT の配置、コーディネ

ーターの派遣の拡充、英検の検定料の助成など、予算を確保し、是非継続実施してほ

しい。 

（コンピュータ機器管理整備事業）（教育ネットワーク基盤整備事業） 

 ICT の教育への活用は避けて通れない。タブレットは使い方によっては授業に広が

りを生むことから、活用方法について研究を進めていただきたい。 

新学習指導要領では小学校に「プログラミング」が加えられた。ツールを活用して

簡単なプログラミングを学習すると聞く。指導する教員も十分研修を積んでおかなけ

ればならない。また、ICT メディアリテラシーの育成とともに、情報モラル教育が重

要である。今後ともより一層の充実を図っていただきたい。 

 教育情報ネットワークの整備は、業務の効率化につながり、教員の多忙化を和らげ

る事が考えられる。全面運用の際は、セキュリティの確保などの対策を徹底すること

を望む。 

 

３ 学校教育充実の支援 

（指導事務事業） 

 学習習慣の確立は、将来社会人として自立するためには必要不可欠である。 

家庭の教育力向上を図るため、保護者へ子育てのヒントとなる情報のホームページへ

の掲載やリーフレットの配付などの啓発活動は重要である。是非拡充していただきた

い。 

（学校支援職員派遣事業） 

 昨年度と同様な派遣状況である。中学校だけでなく小学校についても、生徒指導で

きめ細かい対応が必要な場合は、学校支援職員を派遣し、少しでも負担を緩和してい

ただきたい。 

（生徒派遣等助成事業） 

生徒が生き生きと学校生活を送り、また保護者の経済的な負担を軽減するための事

業であることから、より一層の充実を期待する。 

（特別支援教育推進事業） 

 支援員の配置、巡回相談員の派遣の件数は、前年度と大きくは変化していない。今

後ともニーズに沿って配置・派遣ができるよう、体制の整備に努めてほしい。 
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【基本方針３】 

教師と子どもが深い信頼関係で結ばれた学校づくりを進めます 

１ 信頼される教職員の育成 

（表彰事業） 

 教科指導、部活動指導等において優れた成果を上げている教職員を顕彰することは、

教職員全体のモチベーションを高めるだけでなく、授業力や指導力のレベルアップに

もつながる。今後も本事業を継続させていただきたい。 

（健康診査授業） 

 メンタル面で問題を抱える教員は、文科省の全国調査によると公立学校の教職員の

精神疾患による病気休職者数は、27 年度は 5,009 名(千葉県 169 名）であった。19

年度以降、5 千人前後で推移している。業務量が多く、日常的に学校を出るのが夜遅

い、あるいは自宅に仕事を持ち帰るという現場が多くある。今後ともさらなる勤務時

間の縮減等に取り組むとともに、モラールアップ委員会等で、メンタルヘルス対策を

検討していただきたい。 

（教育相談体制支援事業） 

 全国的に日本語指導が必要な外国籍の児童生徒が増加している。本市では 46 名で

ある。うちペルシャ語を常用語としている子どもが 39 名いる。それに対して語学指

導員は 1 名増員され 3 人である。やはり絶対数が不足している。全員が一つの学校

に籍を置いている訳ではないので、効率的な指導にも限界がある。日本語教育のため

に在籍学級外での「特別な課程」による指導が行われることもあり、丁寧な指導をす

ればするほど人的支援が必要となる。英語であれば指導員を探しやすいが、ペルシャ

語は難しいと想像する。今後も語学指導員の増員のために予算面も含め支援をお願い

したい。 

 

２ 地域とともにある学校づくりの推進 

（学校評議員事務事業） 

 12 年に評議員制度が導入されてすでに 10 数年経過する。地域の人たちが学校運営

に参画し、家庭・地域と一体となって学校づくりを進めるというのが導入の趣旨であ

る。形骸化はしていないだろうかと心配する。メンバーの固定化を避け、常に新鮮な

体制で意見を出し合い、学校の活性化を図ってほしい。そのためには人材発掘にも努

めてもらいたい。 

（学校支援地域本部事業） 

 学校支援コーディネーターの学校支援推進会議への派遣などにより、地域に根ざし

た学校づくりが進められたこと、ガイドブック「地域の学校応援団」が活用できたこ

となど、成果が上がったと評価する。一方、ボランティアの減少や周知が不十分であ

る点などの課題については、きちんと検証し、学校・地域の実情に応じた、よりきめ

細かい事業の展開を図っていただきたい。 
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３ 安全・安心な学校づくりの推進 

（通学路安全管理事業）（学校支援事業） 

 我孫子市でベトナム国籍の女子小学生が、通学途中に誘拐され、尊い命が奪われた

事件が記憶に新しい。このケースは、顔見知りの PTA 会長が犯人で、防ぐのが難し

かったのかもしれないが、痛ましい事件は後を絶たない。通学路の安全確保のための

危険箇所点検、防犯ブザーの配付はこれからも続けていただきたい。また、登下校時

や学校外での安全を確保するためには、ハードだけではなく、ソフト面の指導が重要

である。自分で自分の身を守る指導を徹底させてほしい。 

（学校安全事務事業） 

 熊本・阿蘇地方を中心として大きな地震があった。実践的な定期的訓練、ワンポイ

ント訓練を継続していただきたい。また、「危機管理マニュアル」は必要最低限のも

ので、絶対的なものではない。想定外に対しても、状況に応じた柔軟な対応ができる

よう備えておきたい。 

（小学校、中学校施設設備維持管理事業） 

校舎の経年劣化に対しては、現在は部分的な補修で対応しているとのことだが、今

後は大規模改造が避けられない。地震等の災害のことを考えると早めの対応をお願い

したい。また、便器の洋式化については、予算が厳しい中ではあるが、子どもたちの

健康に関わることであることから、全ての学校で整備していただきたい。 

 

【基本方針４】 

自己実現を目指す市民の学習・スポーツ活動を支援します 

生涯学習事業は、市民が生き生きとした充実した生活を送るため、また、地域での

人材育成のためなどに必要なものである。したがって、市民や地域の学習ニーズに適

切に対応したものでなければならない。 

１ 生涯学習環境の整備 

（社会教育支援事業） 

 学校の教室開放は、地域の市民の生涯学習を支援する重要な事業である。今後とも

開放できる小中学校については、より一層の市民活動の支援の充実を図るため、今後

も工夫をお願いする。また、現在、構造上の問題で施設開放が実施できない学校につ

いては、大規模改造の際に、開放時に施設管理上大きな問題がないよう、開放を前提

とした設計を行っていただきたい。 

 また、団体への補助金については、より一層の適正化を図り、公平公正な交付に努

めてほしい。 

（公民館管理運営事業） 

 公民館は地域の生涯学習の拠点である。運営の支障のないように施設設備の補修を

実施してほしい。指定管理者制度の導入により、利用者が増加傾向にあり成果が上が

ってきている。今後も各公民館の工夫により、地域のニーズに合った特徴ある講座等

を展開するとともに、アンケートの実施などにより、さらに魅力のある講座の拡充を

図っていただきたい。 
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（図書館管理運営事業）（資料管理整備事業） 

 図書館は、市民の学習拠点である。図書館利用者数 110,371 人、図書貸出冊数

357,203 冊は、ともに前年より若干減少した。利用者数は目標の 10 万人をすでに超

えているが、貸出冊数は目標の 40 万冊に及ばない。利用者 1 人あたりの貸出冊数が

減少しているからであると思われる。本離れが原因なのであろうか。吉岡小学校の移

動図書館、自習室「えんぴつルーム」などの新たな取組が成果を上げている。今後の

工夫に期待する。今後とも環境整備、利便性の向上に努めていただきたい。 

（読書学習推進事業） 

 おはなし会、絵本の会などの主催事業が大変好評であると聞いている。小、中学校

読書感想文・感想画コンクールの参加者が前年度より増加しており、読書活動がます

ます盛んになってきている。図書館員、関係者の方々の努力に感謝するとともに、今

後も図書館の利用促進にアイデアを出し合い、事業の充実が図られることを期待して

いる。 

 

２ 生涯スポーツの推進 

 スポーツは、健康増進、体力維持のほか、地域内の交流を深めたり、日常生活を豊

かで充実したものにしたりするなどの効果がある。それぞれの年齢や体力に応じた、

誰でも参加できる生涯スポーツの普及を目指していただきたい。 

（小中学校体育施設開放事業） 

 小中学校は手軽にスポーツを楽しめる施設として重要である。今後も校庭や体育館

の開放について、関係機関・関係者と調整し、できる限り多くの開放をめざしてほし

い。 

（体育施設管理運営事業） 

 市民の健康増進への関心は極めて高い。経年劣化による体育施設の補修・修繕にか

かる予算は増える一方であると想像する。予算が厳しい中、安全で快適な環境を維持

するために必要な修繕は継続的に実施してほしい。 

（スポーツ普及促進事業） 

 スポーツリーダーバンク、スポーツ教室等の事業は有意義なものである。スポーツ

リーダーの登録者が、前年の 37 人から 26 人に減少している。指導者確保のために

は新たな人材発掘に努めていただきたい。 

（総合型地域スポーツクラブ育成支援事業） 

 本事業は、スポーツを核とした豊かな地域コミュニティをつくることを目指してい

る。また、指導者の育成にも寄与するとされている。様々な種類のスポーツがある中

で、地域のニーズをつかむことは容易ではないと考えられる。自主的な運営がある程

度軌道に乗るまで、支援を行ってほしい。 

（ガス灯ロードレース大会事業）（印旛郡市民大会事業） 

 ガス灯ロードレース大会は、障害者向けの参加枠もあり、市民はじめ県内外から約

4 千名の参加がある。開催第 19 回を数え、大きな大会に成長した。準備・運営には

相当な時間と労力が必要である。事務局はじめボランティアの方々に感謝したい。本

大会はフル、ハーフマラソンとは違い距離は短い。全国的にマラソン大会が数多く開
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催されており、距離が長い大会に人気が集まっている状況にある。親子や障害者向け

の短距離のレースもあり、気軽に参加できる利点がある。参加者数を競う必要はなく、

改善を続けつつ、円滑な運営をめざしていただきたい。本大会が定評のある大会にな

るよう願っている。 

また、印旛郡市民大会は、67 回目の伝統のある大会である。両大会とも、市民の

競技力の向上及びスポーツ振興に大いに寄与しており、今後も継続されることを望む。 

 

３ 高等教育機関等との連携と地域人材の育成・活用の推進 

（市民大学講座事業）（公民館主催事業） 

 大学との連携講座は、より専門的な内容を提供することにより、市民の学習意欲を

高める効果がある。一方、連携相手の東京情報大学と愛国学園大学にもメリットがあ

る。地域貢献をするとともに、大学の広報ができ、身近な大学というイメージを定着

させることができる。今後も双方のメリットを生かして内容の充実を図ってほしい。 

（市民大学講座事業）（生涯学習推進事業） 

 市民大学講座の受講者数は昨年よりも少し減少し、100 名弱の市民が参加した。受

講後のアンケートで、まちづくりに積極的に参加したいという受講生が少なかったと

のことであるが、カリキュラムを含め対策を検討してほしい。 

 生涯学習まちづくり出前講座の受講者が大幅に増加した。アシスト事業 1 日体験講

座は、昨年とほぼ同様な参加者数で、100 名を超えている。 

これらの講座については、講師選定、メニュー、実施会場の工夫など、事務局の様々

な努力の結果であると考える。 

 また、「まなびぃガイドブック」をホームページ上だけではなく、製本し配付した

ことは、高齢者にとっては有り難いことである。予算面で厳しい点があると思うが、

今後もまちづくりに大きな貢献が期待できる両事業を改善しながら続けてほしい。 

 

【基本方針５】 

豊かな自然や先人の創り上げた伝統文化を受け継ぎ、新しい文化を創造する市民活動

を支援します 

１ 豊かな自然を大切に思う心の醸成 

（地域学習支援事業）（学校給食管理運営事業）（共同調理場運営事業） 

 市独自教材「わたしたちの四街道」を活用した学習、バス見学は、郷土学習への動

機付けになる。また、地場産物を使った「四街道カレー」などの献立の実施など、四

街道ならではの給食は、食への関心を高めるだけでなく、郷土への愛着を醸成するも

ので大変有意義である。子どもたちが受けた刺激は必ず保護者に伝わり、四街道とい

うまちへの理解が深まるとともに、食育への関心が高まるに違いない。 

 また、親子料理教室を千代田、吉岡、大日地区で実施している。地場の米、野菜、

鶏肉などを使い、チキンピラフなどの給食のメニューを、それも親子で作るという企

画である。大変有意義であると大いに評価したい。最近では食事の中で、冷凍食品が

占める割合が高くなってきたと感じる。生の食材で作るのが料理の原点である。その

原点に触れることは、親にとっても子どもにとっても良い刺激になる。親子関係、地
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場産業、本市などへの良い影響が期待できることから、他の地区でも実施していただ

きたい。 

 

２ 伝統文化の継承の推進 

（地域学習支援事業）（文化財保護管理事業）（歴史民俗資料施設整備事業）等 

 本市には、約 3 万年前の遺跡が数多く存在する。全国に例を見ないほど狭い範囲に

集中していることから「四街道は遺跡の宝庫」と言われている。出土した文化財だけ

でなく、「はだか祭り」などの伝統行事も多くある。これらを守り後世に伝えること

は我々の役割である。 

遺跡の発掘・調査、資料の調査・収集整理、市史編纂などの事業は地味な作業であ

る。先人の足跡を示す貴重な史料の散逸を防ぐとともに、四街道の文化的遺産を後世

に伝える重要な役割を負っている。 

八木原小学校にあるプレハブ施設は、経年劣化による補修が限界に近くなってきて

いると思われる。今後どうするのか具体的な検討に入ってほしい。今後とも有形・無

形の文化財の保護にできる限りの支援を行っていただきたい。 

 

３ 新しい文化の創造 

（市民文化祭事業）（市民芸術講演事業）（芸術文化活動支援事業） 

文化活動は、市民一人一人の生活をより豊かにするものである。市民文化祭はじめ、

郷土作家展、市民ギャラリー、市民ミュージカルなど、様々な活動が行われている。

参加者は年度によって増減はあるが、総じて活動が盛んになってきている。 

中でも「市民ミュージカル」は毎回多くの観客動員があり、一大イベントとなった。

市民自らが演じて、芸術に触れる貴重な機会が提供されている。 

こうした活動は、市民が自立的に活躍できる場でもある。たとえば、四街道駅前の

広場などを使い、パフォーマンスができると、これまでにない活躍の場ができて、ま

ちに活気が出るのではないだろうか。今後とも、子どもから高齢者までの様々な年齢

層の市民が参加・活動できる企画を考えていただきたい。 

 また、芸術文化振興助成金は市民の文化活動を金銭面で支える制度であるが、今回

は活用されなかった。交付条件が厳密化されたことによるところが大きな原因だと思

われるが、今後も周知に努めてほしい。 

 

【基本方針６】 

家庭・学校・地域のもつ教育力を高め合い、三者が連携する体制づくりを進めます 

１ 家庭の教育力の向上 

（子育て学習事業） 

 核家族化が進むとともに、人間関係の希薄化などから、子育てに不安や悩みを持つ

親は増えていると言われている。厚労省（全国家庭児童調査）によると、しつけ、子

どもの性格や癖、健康などを不安や悩みにあげる親が多い。地域・家庭教育学級の参

加者数が激減した反省から、次年度については広報に力を入れていただきたい。 
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２ 地域の教育力の向上 

（青少年健全育成事業） 

 小中高校生の意見発表を聴くために青少年健全育成大会に来場する人は多い。子ど

もたちの溌剌とした意見発表が魅力である。また講師の話も有意義である。今後とも

健全育成大会の充実を図り、より良い子育て環境づくりへの支援に努めていただきた

い。 

（放課後子ども教室推進事業）（青少年体験活動事業） 

ともに子育ての親にとっては必要不可欠な事業である。体験は重要である。体験活

動を積極的に行ってきた子どもたちは、自己肯定感が高い傾向があるという研究結果

がある（日本青少年研究所）。 

通学合宿については、子どもたちの社会性、自主性、協調性を伸ばし、［生きる力］

を育むことが期待できる事業である。選挙の関係で四街道公民館が中止になったのは

残念であった。準備には相当な時間と労力を必要とすると思うが、保護者の満足度が

高い事業であるので、すべての学校対象に拡充できるよう、実績を積み重ねていって

ほしい。 

（青少年育成支援事業） 

街頭補導「愛の一声」活動、環境浄化活動は、青少年の健全育成のための重要な活

動である。補導委員やセンター所員の方々のご苦労に感謝する。 

（成人式事業） 

 「新成人のつどい」は、若者が主体的に企画・運営する実行委員会形式の手づくり

の催しである。ほかの一部自治体の成人式とはひと味違う。騒がないように中学校の

先生が指導したり、監視員を配置したりしているところがあると聞く。本市の実施ス

タイルでこのまま続けてほしいと思う。 

（地域青少年活動活性化事業） 

 「梨園見学・ジャガイモ堀り」「ユニカール大会」「つなひき大会」などの活動が

実施されている。参加者はそれほど多くないが、コミュニティづくりにも寄与すると

考えられる。今後とも継続して実施してほしい。 

（青少年育成活動支援事業） 

少子化の中で、子ども会活動は大変貴重で重要である。社会性や協調性を育む集団

活動の機会が少なくなっている現在、こうした団体の活動に支障のないよう、補助

金・負担金の予算確保をお願いしたい。 

（青少年育成支援事業） 

 オープンスペースの利用者数が前年の２倍となっている。広報活動の成果である。

今後とも広報の方法を工夫しながら、その運営に努めてほしい。 

 

３ 家庭・学校・地域の連携の推進 

（学校支援地域本部事業） 

 家庭・学校・地域の連携の重要性は今さら言うまでもない。本事業は、地域が一体

となって子どもを育てる体制をつくり出す原動力となる。また、過剰な学校への期待
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を薄める役割も担っている。中でもコーディネーターの役割は大きい。関係者の尽力

に感謝したい。 

（青少年育成支援事業） 

 「よめーる」やホームページによる不審者情報の提供や「子ども 110 番の家」な

どの取組は、地域の協力があってこその活動である。「子ども 110番の家」の協力家

庭数ともに増加している。こうした情報を共有し、防犯に生かせるよう、広報に努め

てほしい。 

 

＜まとめ＞ 

 28 年度の教育委員会の活動は、総じて良好であったと評価する。前年度の課題や

懸案事項について真摯に受け止め、改善に努めた結果であると考える。基本方針別目

標達成状況を見ると、すでに達成されたものは継続して取り組むとして、まだ達成さ

れていないものについては、担当者レベルでこれまでの取組の検証を行い、改善をお

願いしたい。 

 最後に教員の長時間労働について一言述べる。報告書の資料の中に「直近１年間で

ストレスが増えているか」という問いに対して、27年度は小学校53.7%、中学校30.1%

の市内教職員が「増えた」と答えている。（28 年度は調査なし）23 年度（小 41.5%

中 41.3%）と比べると減少しているが、目標の 20%以下は達成困難ではないかと思

われる。 

 文科省の 28 年度調査によると、平日の学内勤務時間は、小学校 11 時間 15 分、中

学校 11 時間 32 分である。学習指導要領の改定で授業時間数が増えた。部活動指導

についても時間数が増え、深刻な状況である。さらに新学習指導要領が公示され、32

年から実施される。これまでの研修に加えて新指導要領に関する研修が多くなり、ま

すます子どもたちと接する時間が少なくなる。 

 全国の自治体の中には、独自の対策を立てて教員の負担を軽くしているところがあ

る。本市においても様々な先進事例を研究し、独自の対策を検討してみてはどうかと

思う。 
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Ⅵ おわりに 

 

教育振興基本計画は、「明日を切り拓く、心豊かでたくましい人づくり」を基本理

念に掲げ、２５年度からスタートしました。この基本理念に基づき、教育振興基本計

画前期計画として２５年度から３０年度の間に取り組むべき６つの基本方針のもと、

社会状況や市民ニーズ、前年度の点検評価の結果及び課題等を踏まえて毎年教育施策

を策定しています。 

「平成２８年度教育施策」により実施した事務事業全７９事業（繰越・再掲を含む）

に対して自己評価を行った結果、事務事業の達成度は◎（十分満足できる結果であっ

た）５３事業（６７％）、○（満足できる結果であった）２６事業（３３％）となり、

達成度から見ると良好な成果を得ることができたと評価しています。 

また、自己評価に加えて、客観性や公平性を確保する観点から、今年度も２名の学

識経験者から専門的な見識によるご意見やご提言等をいただきました。 

自己評価及び学識経験者からのご意見やご提言から明らかになった課題は、次年度

以降の教育施策に反映させるべく真摯に取り組むとともに、市民からの教育に関する

新たなニーズに対して様々な視点で検討しながら事務事業の充実を図り、四街道市の

目指す教育の実現に向けて教育行政を推進してまいります。 
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資料 

四街道市教育振興基本計画の基本方針別目標の達成状況 

 

基本方針 １ 

目標項目 
現状 

（計画策定時） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

目標 

30 年度 

「人の気持ちがわ

かる人間になりた

いと思う」という問

いに対し、『そう思

う』『どちらかとい

えばそう思う』 

【全国学力・学習状況調査】 

小学校 

６年 

92.7％ 

（21 年度） 
90.1% 92.1％ 93.2％ 今回調査なし 100％ 

中学校 

３年 

92.9％ 

（21 年度） 
93.1% 94.1％ 95.5％ 今回調査なし 100％ 

「人が困っている

ときは、進んで助け

ますか」という問い

に対し、『そう思う』

『どちらかといえ

ばそう思う』 

【全国学力・学習状況調査】 

小学校 

６年 

71.8％ 

（21 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

   ※１ 

83.0％ 

  

81.7％ 100％ 

中学校 

３年 

75.0％ 

（21 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

    ※１ 

81.7％ 

 

83.4％ 100％ 

新体力テストの 

結果における 

運動能力証交付率 

小学校 

男女 

32.0％ 

（23 年度） 
34％ 32％ 30％ 32％ 

40％ 

以上 

中学校 

男子 

14.0％ 

（23 年度） 
16％ 13％ 19％ 14％ 

25％ 

以上 

中学校 

女子 

35.2％ 

（23 年度） 
38％ 37％ 39％ 43％ 

45％ 

以上 

スポーツ、芸術分野での活躍  ５人 １人 

   

５人 

 

※２ 

１人 

 

全国大会、

アジア大

会、世界大

会出場者を

輩出 

※１ ２８年２月に市内小学校５年生及び中学校２年生を対象に実施した教育振興基本計画に係る 

中間アンケート調査の結果 

※２（平成２８年度教育委員会表彰実績） 

スポーツ 世界大会出場１人、全国大会出場１４人・１団体 

芸術   全国大会出場１人 
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基本方針 ２ 

目標項目 
現状 

（計画策定時） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

目標 

30 年度 

基礎基本の問題の 

平均正答率 

【全国学力・学習状況調査】 

小学校

６年 

全国平均と 

ほぼ同じ 

（21 年度） 

全国平均を 

やや下回る 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均を

上回る 

中学校

３年 

全国平均と 

ほぼ同じ 

（21 年度） 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均を 

上回る 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均を

上回る 

活用が中心となる 

問題の平均正答率 

【全国学力・学習状況調査】 

小学校

６年 

全国平均と 

ほぼ同じ 

（21 年度） 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均を 

やや上回る 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均を

上回る 

中学校

３年 

全国平均と 

ほぼ同じ 

（21 年度） 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均を 

上回る 

全国平均と 

ほぼ同じ 

全国平均を 

下回る 

全国平均を

上回る 

千葉県標準学力 

検査の平均得点 

（各学年各教科において） 

小学校 

県平均と 

ほぼ同じ 

（21～23 年度） 

県平均と 

ほぼ同じ 

県平均と 

ほぼ同じ 

県平均と 

ほぼ同じ 

県平均と 

ほぼ同じ 

県平均を 

上回る 

中学校 

県平均と 

ほぼ同じ 

（21～23 年度） 

県平均と 

ほぼ同じ 

県平均と 

ほぼ同じ 

県平均と 

ほぼ同じ 

県平均を 

上回る 

県平均を 

上回る 

英語検定３級 

程度の取得率 

（中学校卒業まで） 

中学校

３年 

21％ 

（23 年度） 
23.1％ 36.2％ 40.2％ 29.1％ 50％以上 

学校図書館での 

年間貸し出し冊数 

（１人当たり） 

小学校 
25.7 冊 

（22 年度） 
28.1 冊 33.2 冊 37.5 冊 34.9 冊 30 冊以上 

中学校 
3.4 冊 

（22 年度） 
4.8 冊 6.3 冊 7.8 冊 7.9 冊 10 冊以上 

「将来の夢や目標

を持っていますか」

の問いに対する 

肯定的な回答 

【全国学力・学習状況調査】 

小学校

６年 

85.8％ 

（21 年度） 
87.6％ 84.6％ 85.2％ 84.9％ 100％ 

中学校

３年 

74.3％ 

（21 年度） 
76％ 74.6％ 75.9％ 68.9％ 100％ 
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基本方針 ３ 

目標項目 
現状 

（計画策定時） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

目標 

30 年度 

「学校が楽しいか」 

という問いに対す

る肯定的な回答 

【小５、中２対象アンケート調査】 

小学校 

５年 

90.0％ 

（23 年度） 
80.8％ 86.7％ 86.5％ 今回調査なし 95％以上 

中学校 

２年 

81.7％ 

（23 年度） 
78.1％ 79.1％ 80.2％ 今回調査なし 90％以上 

不登校児童生徒の 

出現率（在籍児童生

徒数に占める 

不登校児童生徒数

の割合） 

小学校 
0.26％ 

（23 年度） 
0.20％ 0.34％ 0.38％ 0.46％ 0％ 

中学校 
2.60％ 

（23 年度） 
3.04％ 3.26％ 2.48％ 2.24％ 2％以下 

「直近１年間でス

トレスが増えてい

るか」という問いに

対し「増えた」 

との回答 

【市内教職員アンケート調査】 

小学校 
41.5％ 

（23 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

※１ 

35.7％ 

 

今回調査なし 20％以下 

中学校 
41.3％ 

（23 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

※１ 

30.1％ 

 

今回調査なし 20％以下 

学校施設の耐震化率 
89.2％ 

（23 年度） 
95.1％ 95.1％ 100％ 100％ 100％ 

※１ ２８年２月に市内小学校５年生及び中学校２年生を対象に実施した教育振興基本計画に係る 

中間アンケート調査の結果 
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基本方針 ４ 

目標項目 
現状 

（計画策定時） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

目標 

30 年度 

生涯学習活動に取り組んでいる人 
67.3％ 

（18 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

※１ 

70.9％ 

 

今回調査なし 70％以上 

公民館利用者数 

167,178 人 

（1 日当たり 165 人）  

（23 年度） 

149,324 人 

（170 人） 

165,159 人 

（172 人） 

168,630 人 

（166 人） 

162,436 人 

（160 人） 

177,300 人

（175 人） 

図書館利用者数 

93,300 人 

（1 日当たり 323 人）  

（23 年度） 

100,358 人 

（306 人） 

100,527 人 

（312 人） 

114,696 人 

（348 人） 

110,371 人 

（336 人） 

100,000 人

（346 人） 

図書貸出冊数 

353,591 冊 

（利用者 1 人当たり 3.8 冊）

（23 年度） 

369,079 冊 

（3.7 冊） 

364,693 冊 

（3.6 冊） 

365,558 冊 

（3.2 冊） 

357,203 冊 

（3.2 冊） 

400,000 冊

（4.0 冊） 

週１回以上運動をする成人 
48.8％ 

（23 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

※１ 

45.6％ 

 

今回調査なし 60％ 

 

 

基本方針 ５ 

目標項目 
現状 

（計画策定時） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

目標 

30 年度 

歴史民俗資料室等の来場者数 
705 人 

（23 年度） 
1,846 人 1,653 人 1,957 人 1,091 人 1,500 人 

芸術文化公演事業等の来場者数 
2,700 人 

（23 年度） 
2,359 人 2,469 人 2,432 人 2,247 人 4,000 人 

市民文化祭への参加団体数 
162 団体 

（23 年度） 
158 団体 173 団体 169 団体 155 団体 180 団体 

※１ ２８年２月に市内小学校５年生及び中学校２年生を対象に実施した教育振興基本計画に係る 

中間アンケート調査の結果 
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基本方針 ６ 

目標項目 
現状 

（計画策定時） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

目標 

30 年度 

「近所の人に会っ

た時は、挨拶をして

いるか」の問いに対

する肯定的な回答 

【全国学力・学習状況調査】 

小学校 

６年 

89.1％ 

（21 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

   ※１ 

87.3％ 

 

今回調査なし 100％ 

中学校 

３年 

79.9％ 

（21 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

   ※１ 

80.2％ 

 

今回調査なし 100％ 

放課後や休日の子どもの 

居場所づくり 

３か所 

（23 年度） 
３か所 ３か所 ３か所 ４か所 ５か所 

「子ども１１０番の家」登録軒数 
2,401 軒 

（23 年度） 
2,553 軒 2,680 軒 2,777 軒 2,872 軒 3,000 軒 

市民一人一人が子どもを 

見守っている 

34.5％ 

（23 年度） 
今回調査なし 今回調査なし 

  

28.5％ 

 

今回調査なし 50％ 

※１ ２８年２月に市内小学校５年生及び中学校２年生を対象に実施した教育振興基本計画に係る 

中間アンケート調査の結果 

 

 

 

 


